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○公 告 

 人事行政の運営等の状況を次のとおり公表します。 

平成 27 年９月 29 日 

愛媛県知事 中 村 時 広 

１ 人事行政の運営の状況 

 

 (1) 任免及び職員数に関する状況 

 

ア 職員の採用の状況 

 

 平成 26 年度の新規採用者数は、市町立小・中学校教員を含め、愛媛県全体で 552 人です。任命権者別の職種別・性別内訳は、以下

のとおりです。 

 

(ア) 知事                                                 （単位：人） 

区分 行政事務 総合土木 建築 農業 林業 水産 化学 機械 薬剤師 保健師 

男性 26 12 ３ ２ ３ ２ ３ １ １ ０ 

女性 15 ３ ０ ２ １ ０ １ ０ ２ ４ 

合計 41 15 ３ ４ ４ ２ ４ １ ３ ４ 

 

区分 獣医師 看護師 医師 合計 

男性 ４ ０ １ 58 

女性 ４ ５ １ 38 

合計 ８ ５ ２ 96 

※割愛採用者、自治医大医師は除いている。 

 

(イ) 公営企業管理者                                           （単位：人） 

区分 電気 医師 薬剤師 診療放射線技師 臨床検査技師 理学療法士 臨床工学技士 作業療法士 視能訓練士 看護師 合計 

男性 １ 31 ０ ４ ０ ２ １ １ ０ 15 55 

女性 ０ 11 ２ ０ ２ ０ ２ ０ １ 85 103 

合計 １ 42 ２ ４ ２ ２ ３ １ １ 100 158 

※割愛採用者は除いている。 

 

(ウ) 教育委員会                                          （単位：人） 

区分 行政事務 小中学校教諭 高等学校等教諭 高等学校実習助手 養護教諭 学校事務 栄養教諭 寄宿舎指導員 合計 

男性 ０ 36 33 ３ ０ 14 ０ ７ 93 

女性 １ 47 22 ２ 12 16 ３ ２ 105 

合計 １ 83 55 ５ 12 30 ３ ９ 198 

※割愛採用者は除いている。 

 

(エ) 警察本部長                           （単位：人） 

区分 警察官 警察官(武道) 警察事務 保健師 合計 

男性 73 ４ ２ ０ 79 

女性 15 １ ４ １ 21 

合計 88 ５ ６ １ 100 



 2 

イ 職員の退職の状況 

 

 職員の定年等に関する条例により、一部の職員を除いて定年年齢は 60 歳とし、定年に達した日以後における最初の３月 31 日に退職

することとしています。平成 26 年度における退職者数は、定年による退職と定年前の自己都合や死亡等による退職を合わせて 739 人

です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。 

                                               （単位：人） 

区   分 知事 公営企業管理者 人事委員会 議会議長 教育委員会 警察本部長 合計 

定 年 退 職 89 13 １ ２ 281 46 432 

定年前退職 30 103 ０ ０ 142 32 307 

合 計 119 116 １ ２ 423 78 739 

※割愛退職者は除いている。 

 

ウ 職員の再任用の状況 

 

地方公務員法により、任命権者は、定年退職者等を、従前の勤務実績等に基づく選考により、常時勤務又は短時間勤務の職に採用す

ることができることとされています。任期は１年ですが、平成 21 年度に再任用された職員については３回、平成 22 年度以降について

は４回に限り任期を更新することができます。平成 26 年度における新規再任用者数は 133 人、任期更新者数は 291 人、離職者数は 109

人です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。 

                                                  （単位：人） 

区     分 知事 公営企業管理者 議会議長 教育委員会 警察本部長 合計 

新規再任用者数 37 ５ ０ 85 ６ 133 

任期更新者数 124 14 ２ 124 27 291 

離 職 者 数 42 ６ ０ 49 12 109 

 

エ 職員数の状況 

 

 平成 26 年及び平成 27 年の各年の４月１日現在の部門別職員数の状況と平成 27 年の職員数の主な増減理由、年齢別職員構成の状況

並びに定員適正化計画の数値目標及び進捗状況は、以下のとおりです。 

 

(ア) 部門別職員数の状況と平成 27 年の職員数の主な増減理由 

                                           （各年４月１日現在） 

  職   員   数 対前年 

増減数 
主   な   増   減   理   由 

平成 26 年 平成 27 年 

一 般 

行 政 

部 門 

議  会       29       29      

総務企画      621      625   4 国体準備業務の増、業務執行体制の効率化 

税  務      182      175     △ 7 業務執行体制の効率化 

民  生      345      343    △ 2 市町派遣職員の減 

衛  生      473      470     △ 3 業務執行体制の効率化 

労  働       85       85       

農林水産    1,016    1,003   △13 業務執行体制の効率化 

商  工      201      203    2 営業活動の強化、えひめいやしの南予博 2016 開催準備体制の整備  

土  木      798      786    △12 業務執行体制の効率化 
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小  計 
   3,750 

［148］ 

   3,719 

［140］ 

   △31 

［△8］ 

 

特 別 

行 政 

部 門 

教  育   12,259   12,091   △168 児童生徒数の減少による教職員の減 

警  察    2,807    2,800   △ 7 定年外退職等の増 

小  計 
  15,066 

［215］ 

  14,891 

［234］ 

  △175 

［19］ 

 

公 営 企 業 部 門 
   1,991 

［17］ 

   2,042 

［12］ 

   51 

［△5］ 

県立病院における診療体制の強化 

合計 

 

（条例定数） 

  20,807 

［380］ 

(21,852) 

  20,652 

［386］ 

(21,690) 

  △155 

［6］ 

(△162) 

 

注１ 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者及び派遣職員を含み、臨時又は非常勤の職員は含

まれていません。 

 ２ ［ ］内は、再任用短時間職員の数であり、外書きです。 

 ３ この表は、従事する職務の部門ごとの職員の集計であり、「(2) 給与の状況」において適用給料表ごとに集計した職員数とは一

致しません。 

 ４ 一般行政部門には、知事の事務部局（公立大学法人愛媛県立医療技術大学への派遣職員を除く。）のほか、人事委員会、議会、

監査委員及び労働委員会の事務部局が含まれています。 

 

(イ) 年齢別職員構成の状況（平成 27 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
20 歳 

未満 

20 歳 

～23 歳 

24 歳 

～27 歳 

28 歳 

～31 歳 

32 歳 

～35 歳 

36 歳 

～39 歳 

40 歳 

～43 歳 

44 歳 

～47 歳 

48 歳 

～51 歳 

52 歳 

～55 歳 

56 歳 

～59 歳 

60 歳 

以上 
計 

職員数(人) 57 550 1,343 1,429 1,659 1,901 2,285 2,807 2,889 2,976 2,654 102 20,652 

構成比 0.3% 2.7% 6.5% 6.9% 8.0% 9.2% 11.1% 13.6% 14.0% 14.4% 12.9% 0.5% 100.0% 
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(ウ) 定員適正化の数値目標及び進捗状況 

 

ａ 定員適正化目標（数・率） 

計 画 期 間 
数 値 目 標 

始  期 終  期 

平成 24 年 4月 1日 平成 27 年 4月 1日 
平成 27 年４月１日までの４年間で一般行政部門の職員数（3,861

人）を 160 人程度（4％）削減（第五次定員適正化計画）。 

 

ｂ 定員適正化手法の概要 

  スクラップ・アンド・ビルドの徹底、業務執行リーダー主導による執行体制の効率化、事務事業の省力化やアウトソーシングの推

進、再任用職員の活用、中長期的視点に立った計画的な職員採用などにより、定員の削減に努めました。 

 

ｃ 第五次定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 

                                         （各年４月１日現在） 

 区分 
平成 23 年 

(計画前年) 

平成 24 年 

(1 年目) 

平成 25 年 

(2 年目) 

平成 26 年 

(3 年目) 

平成 27 年 

(4 年目) 

平成24～27年 

計 

(参考) 

数値目標 

一般 

行政 

部門 

職員数    3,861  3,795  3,765  
3,735  

[3,750] 

3,700  

[3,719] 
   3,700 人程度 

増減  △ 66  △ 30  
△ 30  

[△ 15] 

△ 35  

[△ 31] 

 △161  

[△142] 
 △160 人程度 

教育 

部門 

職員数 12,707  12,532  12,392  
12,232  

[12,259] 

12,052  

[12,091] 
      

増減      △175  △140  
△160  

[△133] 

△180  

[△168] 

△655  

[△616] 
  

警察 

部門 

職員数 2,776  2,797  2,792  2,807  
2,799  

[2,800] 
     

増減     21  △ 5  15  
△ 8  

[△ 7] 

23  

[24] 
  

公営 

企業 

部門 

職員数 2,002  1,997  1,991  
1,989  

[1,991] 

2,036  

[2,042] 
   

増減     △ 5  △ 6  
△ 2  

[± 0] 

47  

[51] 

34  

[40] 
 

計 

職員数 21,346  21,121  20,940  
20,763  

[20,807] 

20,587  

[20,652] 
   

増減     △225  △181  
△177  

[△133] 

△176  

[△155] 

△759  

[△694] 
 

 

注１ 計画期間は、平成 24 年度から平成 27 年度までの４年間です。 

 ２ [ ]内の数値は、フルタイム再任用職員を含んだ職員数及び増減数を示すものです。 

   なお、フルタイム再任用職員については、第五次定員適正化計画における数値目標の対象外としています。 
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(2) 給与の状況 

 

ア 総括 

 

(ア) 人件費の状況（普通会計決算） 

 

 人件費には、一般職の職員（警察関係職員、教育関係職員及び一般行政関係職員をいう。以下同じ。）に支給する給与と、知事等特

別職の職員に支給する給与、議員の報酬等のほか、地方公務員共済組合負担金、退職手当、恩給及び退職年金、災害補償費等が含まれ

ています。 

 平成 26 年度における普通会計の決算による人件費の状況は、以下のとおりです。 

 

区 分 
住民基本台帳人口 

（平成 27年 1月 1日現在） 

歳 出 額 

(A) 
実 質 収 支 

人 件 費 

(B) 

人件費率 

(B/A) 

平成 25 年度

の人件費率 

 

平成26年度 

人 

1,417,179 

 

千円 

602,073,560 

千円 

2,008,142 

千円 

168,375,629 

％ 

28.0 

％ 

26.8 

 

(イ) 職員給与費の状況（普通会計予算） 

 

 平成 27 年度当初予算における職員給与費の状況は、以下のとおりです。 

 

区 分 
職 員 数 

(A) 

給     与     費 １人当たり 

平均給与費 

(B/A) 給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 (B) 

 

平成27年度 

人 

19,292 

千円 

85,086,861 

千円 

13,731,196 

千円 

31,904,258 

千円 

130,722,315 

千円 

6,776 

 注１ 職員給与費とは、人件費のうち、一般職の職員に対して支給される給料及び扶養手当、通勤手当、住居手当、超過勤務手当、

期末・勤勉手当等の諸手当に要する経費であり、退職手当に要する経費は含んでいません。 

  ２ 職員数は、平成 27 年度当初予算に計上された数値であり、平成 27 年４月１日現在の実職員数とは一致しません。 

 

(ウ) 特記事項 

 

 平成 27 年度は、知事等特別職の給与の臨時的な減額措置を以下のとおり行っています。 

 

○特別職 

区 分 給 料 

知 事 25/100 

副知事 15/100 

教育長、公営企業管理者、常勤監査委員 12/100 
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( エ ) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 ラスパイレス指数とは、各地方公共団体の学歴別・経験年数別の職員数が国家公務員のそれと同じであると仮定し、その職員数に各

地方公共団体の平均給料月額を乗じて得られる給料総額が国家公務員の給料総額に対してどのような割合になるかを示す指数ですが、

本県ラスパイレス指数は、本県の一般行政職の給与水準を、国家公務員の行政職俸給表(一)適用者のそれを 100 として比較したもの

です。 

 本県の平成 26 年 4月 1日におけるラスパイレス指数は、98.9 と国よりも低くなっており、都道府県平均（99.9）を 1.0 ポイント下

回っています。 

 なお、給与水準の比較対象となる給料に加えて、東京都特別区など主に民間賃金の高い地域に勤務する職員には、最大 18％の地域

手当が支給されており、支給対象職員の割合は、国家公務員が 73.8％（27 年 4 月 1 日現在）であるのに対し、県職員は 0.3％（27 年

4月 1日現在）となっていますが、このラスパイレス指数には反映されていません。 

 

 

注１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を 

用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した 

指数。 

２ 平成 24 年及び平成 25 年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした 

  場合の値である。 

 

 

 (オ) パーシェ指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 県職員の給与水準を示す指標として、ラスパイレス指数の他にパーシェ指数があり、本県の平成 26 年 4 月 1 日におけるパーシェ指

数は、98.5 と国よりも低くなっています。 

 なお、ラスパイレス指数は国家公務員の職員構成を基準として算出するのに対して、パーシェ指数は本県の職員構成を基準として算

出するもので、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。 
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イ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

(ア) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 27 年４月１日現在） 

 

 本県では、行政職給料表、公安職給料表、中学校・小学校教育職員給料表、高等学校等教育職員給料表、技能労務職員の給料表など

９種類の給料表を定めています。 

 平成 27 年 4 月 1日現在における職員数（企業会計関係職員 2,042 人及び再任用短時間勤務職員 374 人を含まない。以下イ及びウに

おいて同じ。）は、18,610 人です。 

 このうち、代表的な職種である一般行政職（行政職給料表適用者のうち、税務事務に従事する職員及び船員（以下「税務職員等」と

いう。）を除いた職員をいう。以下ウにおいて同じ。） 3,956 人（21.3 パ－セント）、技能労務職 254 人（1.4 パ－セント）、高等学校

（特殊・専修・各種）教育職 3,323 人（17.9 パ－セント）、中学校・小学校教育職 7,765 人（41.7 パ－セント）及び公安職 2,434 人

（13.1 パ－セント）の職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況は、以下のとおりです。 

 

ａ 一般行政職（行政職給料表適用者(税務職員等を除く。)） 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

愛 媛 県 44.9 歳 346,626 円 441,040 円 

 

ｂ 技能労務職（技能労務職に係る給料表適用者） 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

愛 媛 県 50.7 歳 331,991 円 369,358 円 

 うち 

用務員 
49.7 歳 326,687 円 367,389 円 

うち 

自動車運転員 
54.5 歳 346,040 円 384,716 円 

うち 

学校給食員 
49.4 歳 326,728 円 356,470 円 

 

ｃ 高等学校教育職（高等学校等教育職員給料表適用者） 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

愛 媛 県 43.9 歳 383,367 円 436,492 円 

 

ｄ 中学校・小学校（幼稚園）教育職（中学校・小学校教育職員給料表適用者） 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

愛 媛 県 46.3 歳 387,631 円 424,430 円 

 

ｅ 公安職（公安職給料表適用者） 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

愛 媛 県 38.6 歳 322,598 円 428,484 円 

 注１ 平均給料月額とは、平成 27 年４月１日現在における職種ごとの職員の給料、給料の調整額及び教職調整額の合算額の平均で

あり、学歴、経験年数、職位等の要素は、考慮に入れていません。 
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２ 平均給与月額とは、職員の給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、超過勤務手当などの諸手当の額を合計

したものの平均です。 

 

(イ) 職員の初任給の状況（平成 27 年４月１日現在） 

 

 平成 27 年４月１日現在における代表的な職種の職員の初任給を国のそれと比較した状況は、以下のとおりです。 

 

区    分 愛 媛 県 国 

一 般 行 政 職  
大学卒 177,600 円 

総合職（大卒）187,000 円  

一般職（大卒） 174,200 円  

高校卒 144,300 円 一般職（高卒） 142,100 円  

技 能 労 務 職  
高校卒 140,099 円 － 

中学卒 124,432 円 － 

高 等 学 校 教 育 職 大学卒 206,336 円 － 

中学校・小学校教育職 大学卒 206,336 円 － 

公    安    職 
大学卒 199,500 円 

総合職（大卒）210,500 円  

一般職（大卒）202,300 円  

高校卒 167,000 円 一般職（高卒）163,800 円  

 

(ウ) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 27 年４月１日現在） 

 

 平成 27 年４月１日現在における代表的な職種の職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況は、以下のとおりです。 

区    分 経 験 年 数 10 年 経 験 年 数 20 年 経 験 年 数 25 年 経 験 年 数 30 年 

 

一 般 行 政 職  

 

大学卒 259,693 円 364,433 円 382,909 円 396,875 円 

高校卒 213,539 円 312,499 円 360,877 円 376,763 円 

技 能 労 務 職  
高校卒 ― 291,849 円 299,822 円 323,434 円 

中学卒 ― ― ― ― 

高等学校教育職 
大学卒 308,959 円 407,523 円 431,455 円 441,826 円 

高校卒 287,681 円 313,967 円 ― 402,591 円 

中学校・小学校 

教 育 職 

大学卒 298,444 円 394,079 円 416,152 円 430,032 円 

高校卒 ― ― ― ― 

公 安 職 
大学卒 285,676 円 398,970 円 399,509 円 425,937 円 

高校卒 249,380 円 364,359 円 393,810 円 418,960 円 

 

注 経験年数とは、おおむね次のとおりです。 

  ① 学歴取得後直ちに本県へ就職した者 県職員として在職した年数 

  ② 学歴取得後無職の期間又は他へ就職していた期間を経て本県へ就職した者 無職の期間の４分の１及び他へ就職していた期

間のおおむね10分の８の期間と県職員として在職した期間とを合算した年数 
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ウ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

一般行政職の級別職員数の状況（平成 27 年４月１日現在） 

 

 本県における一般行政職の職員に適用される行政職給料表は、職務により１級から９級までの９区分に分かれており、これらは、10

級制となっている国の行政職俸給表(一)の１級から９級までの区分と同じです。 

 平成 27 年４月１日現在における級別職員数とその構成比は、以下のとおりです。 

 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

１級 主事・技師 293 人  7.4％  137,600 円 244,900 円 

２級 主事・技師 269 人  6.8％  187,700 円 301,900 円 

３級 主任・係長 680 人  17.2％  223,900 円 347,700 円 

４級 専門員 1,647 人  41.8％  258,300 円 378,700 円 

５級 課長補佐・主幹 622 人  15.8％  285,000 円 390,700 円 

６級 課長 216 人  5.5％  315,800 円 407,900 円 

７級 参事 140 人  3.6％  360,100 円 442,600 円 

８級 局長 59 人  1.5％  405,800 円 466,300 円 

９級 部長 17 人  0.4％  456,100 円 525,200 円 

計 3,943 人  100.0％    

 

注１ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

２ 再任用職員は含んでいません。 
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エ 職員の手当の状況 
 

 職員には、基本給としての給料のほか、各職員の生活実態及び勤務条件の違い等を考慮して、各種の手当を支給しています。 

 主な手当は、以下のとおりであり、おおむね国と同じ内容となっています。 

 なお、各手当の支給実績及び１人当たり平均支給額は、平成 26 年度普通会計決算ベースの額です。 

 

(ア) 期末手当・勤勉手当 

 

愛  媛  県 国 

１人当たり平均支給額（平成 26 年度決算） 

1,623 千円   
－ 

（平成 26 年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

      2.6   月分       1.5   月分 

     （1.45 月分）    （0.7  月分） 

（平成 26 年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

      2.6   月分       1.5  月分 

      （1.45 月分）    （0.7  月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

注１ 特定幹部職員(局長級以上の職員)については、期末手当のうち 0.4 月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当 2.2 月分、 

勤勉手当 1.9 月分となっています。 

 ２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

(イ) 退職手当（平成 27 年４月１日現在） 

 

愛  媛  県 国 

（支給率）      自 己 都 合   勧奨・定年 

勤続 20 年      20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年      29.145 月分  34.5825  月分 

勤続 35 年      41.325 月分  49.59  月分 

最高限度額      49.59 月分  49.59  月分 

その他の加算措置 

 退職手当の調整額 

  職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定

め、職員の在職期間のうちその月額が高い方から60月

分の合計額を調整額として加算 

 定年前早期退職特別措置（２～20％加算） 

           自 己 都 合   勧奨・定年 

１人当たり平均支給額 4,682 千円    22,810 千円 

（支給率）      自 己 都 合   勧奨・定年 

勤続 20 年      20.445 月分  25.55625 月分 

勤続 25 年      29.145 月分  34.5825  月分 

勤続 35 年      41.325 月分  49.59  月分 

最高限度額      49.59 月分  49.59  月分 

その他の加算措置 

 退職手当の調整額 

  職務の級等の区分に応じた11段階の調整月額を定

め、職員の在職期間のうちその月額が高い方から60月 

分の合計額を調整額として加算 

 定年前早期退職特別措置（２～45％加算） 

 

注 １人当たり平均支給額は、平成 26 年度中に退職した職員に支給された額の平均です。 

 

(ウ) 地域手当（平成 27 年４月１日現在） 

 

 地域手当は、民間賃金の地域間格差を適切に反映するため、東京都特別区、大阪府大阪市、愛知県名古屋市及び香川県高松市に勤務

する職員に対して支給しているものです。また、医師については、一般的に、人材確保が困難である地方の方が都市部より給与が高い

という実状があることから、それを反映させるために支給しています。加えて、東日本大震災に係る宮城県の復旧事業等に従事するた

め、地方自治法第 252 条の 17 の規定に基づき、愛媛県から宮城県に派遣される職員について、愛媛県と宮城県の協定に基づいて支給

しています。 
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支 給 実 績（平成 26 年度決算） 48,267 千円 

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 832,190 円 

区  分 支給対象地域  支 給 率 支給対象職員数 国の支給率 

医  師  15％ 24 人 15％ 

医師以外 

東京都（特別区） 18％ 27 人 18％ 

大阪府（大阪市） 15％ 7 人 15％ 

愛知県（名古屋市） 13％ 1 人 13％ 

香川県（高松市） 4％ 4 人 4％ 

宮城県（仙台市） 4.5％ 2 人 6％ 

注 支給対象職員数は、平成 27 年４月１日現在の職員数です。 
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(エ) 特殊勤務手当（平成 27 年４月１日現在） 

 

 特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に、その勤務の特殊性に基づき支給するものです。 

 

支給実績（平成 26 年度決算） 1,251,973 千円   

支給職員１人当たり平均支給額（平成 26 年度決算） 110,035 円   

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 60.5％   

手当の種類（手当数） 55    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（平成 26 年度） 

支給単価 

県税事務従事職員の特

殊勤務手当 

県税事務に従事する職

員 

納税義務者、滞納者等を訪問

して行う県税の賦課及び徴収

に関する業務等 1,553 千円 

日額 500 円 

伝染病防疫作業従事職

員の特殊勤務手当 

伝染病防疫業務に従事

する職員 

伝染病患者等の救護作業 

伝染病菌の付着した物件等の

処理作業 

伝染病菌を有する家畜等の防

疫作業 

64 千円 

日額 290 円 

産業技術研究所、衛生

環境研究所等に勤務す

る職員の特殊勤務手当 

産業技術研究所、衛生

環境研究所等に勤務す

る職員 

①人体に有毒なガスの発生を

伴う業務 

②特に危険性を有する薬品を

取り扱う業務 

③病理細菌を取り扱う業務 

2,039 千円 

①日額 290 円 

②及び③日額 200 円 

特殊現場作業従事職員

の特殊勤務手当 

 

特殊現場作業に従事す

る職員 

①トンネルの坑内で従事する

トンネル掘り作業 

②墜落の危険が特に著しい箇

所で行う作業等 

3 千円 

①日額 560 円  

②日額 220 円  

 

 

レントゲン技術従事職

員の特殊勤務手当 

レントゲン技術又はそ

の補助に従事する職員 

レントゲンを使用して、有害

放射線の影響を受ける作業 257 千円 
日額 230 円 

児童相談所、子ども療

育センター、知的障害

者更生相談所及び心と

体の健康センターに勤

務する職員の特殊勤務

手当 

児童相談所、子ども療

育センター、知的障害

者更生相談所及び心と

体の健康センターに勤

務する職員 

①児童の一時保護作業 

②児童及び精神障害者等の心

理判定作業 

③重症心身障害児等の看護作

業等 

④精神障害者等の看護作業等 

 

9,842 千円 

①日額 350 円 

②～④日額 420 円 

 

児童自立支援施設に勤

務する職員の特殊勤務

手当 

児童自立支援施設に勤

務する職員 

児童の自立支援又は生活支援

の業務 

 

6,569 千円 

日額 820 円、1,480

円、2,220 円 

県警察に勤務する職員

の特殊勤務手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私服員の捜査、逮捕

作業等手当 

当該作業に従事する私

服警察職員 

 

犯罪予防、捜査、被疑者逮捕

作業 88,907 千円 

日額 560 円  

犯罪鑑識作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

 

指紋、手口、写真等を利用す

る犯罪鑑識作業 7,645 千円 

日額 280 円又は 560

円 

 

交通取締用自動車等

運転作業手当 

当該作業に従事する警

察職員 

 

交通取締用自動車その他特殊

自動車運転作業 31,829 千円 

日額 420 円又は 560

円 

 

山岳捜索救難作業手

当 

山岳救助警備隊に属す

る警察職員 

山岳において遭難事故が発生

した場合において行う遭難者

の捜索救難作業 

97 千円 

日額 840 円 
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 警ら作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

警ら作業 
31,789 千円 

日額 340 円 

 

 

 

 

身辺警護等作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

①天皇又は皇后、皇太子、皇

太子妃、文仁親王若しくは悠

仁親王の警衛作業 

②その他の要人等の警護作業 

263 千円 

①日額 1,150 円 

②日額 640 円 

 銃器犯罪捜査作業手

当 

当該作業に従事する警

察職員 

①銃器等が使用されている犯

罪現場における被疑者逮捕等

の作業 

②銃器を所持する被疑者の逮

捕、警戒等の作業 

③保護対象者の身辺警戒又は

固定警戒の作業 

0 千円 

①日額 1,640 円 

②日額 820 円又は

1,100 円 

③日額 820 円 

 ひき逃げ捜査作業手

当 

当該作業に従事する交

通専務員 

ひき逃げ捜査作業 
995 千円 

日額 560 円 

 交通取締等作業手当 当該作業に従事する交

通専務員 

①共同危険行為取締作業 

②交通取締り(①の作業を除

く。)、整理及び事故処理作業 

7,856 千円 

①日額 560 円 

②日額 310 円 

 留置場等看守作業手

当 

当該作業に従事する警

察職員 

留置場等において収容者を看

守する作業 
4,430 千円 

日額 230 円 

 被疑者護送作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

被疑者護送作業 
1,814 千円 

日額 230 円 

 火薬類取締作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

火薬類の取締作業(不発弾の

処理作業を含む。) 
8 千円 

日額 250 円  

 夜間特殊作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

夜間(深夜(午後10時から翌日

の午前５時までの間)を含む

時間)に従事する特殊業務 

51,806 千円 

１回 410 円、730 円又

は 1,100 円 

 

 潜水作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

潜水器具を着用して従事する

潜水作業 4 千円 

１時間 310 円又は

780 円 

 

 死体取扱作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

①検視管理官が行う検視又は

解剖立会いの作業 

②その他の死体取扱作業 

26,808 千円 

①１回 3,200 円 

②１回 1,600 円 

 爆発物処理作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

爆発物処理作業 
0 千円 

１回 5,200 円 

 特殊危険物質処理作

業等手当 

当該作業に従事する警

察職員 

①特殊危険物質(サリン等)の

処理作業 

②特殊危険物質による被害の

危険がある区域内において行

う作業 

③特殊危険物質が発生するお

それがある実験作業 

0 千円 

①日額 5,200 円 

②日額 250 円 

③日額 460 円 

 緊急業務処理作業手

当 

当該作業に従事する警

察職員 

正規の勤務時間外に突発的な

事件又は事故の処理のため出

勤を命じられ、夜間に従事す

る作業 

3,700 千円 

１回 1,240 円 

 少年補導作業手当 少年補導職員 少年補導作業 493 千円 日額 310 円 

 災害警備等作業手当 当該作業に従事する警

察職員 

異常な自然現象又は大規模な

事故により重大な災害が発生

した箇所等において行う災害

警備、遭難救助等の心身に著

しい負担を与える作業 

 

0 千円 

日額 840 円 

 術科指導作業手当 当該作業に従事する術

科指導員 

 

術科指導作業（本務として従

事する作業を除く。） 58 千円 

１時間 300 円 

漁労手当 水産実習船に勤務する

船員 

漁労業務 
725 千円 

日 額  3,000 円 ～

8,400 円 

社会福祉業務従事職員

の特殊勤務手当 

社会福祉主事 

身体障害者更生相談所

に勤務する身体障害者

要保護者等を訪問して行う指

導等、身体障害者に面接して

行う相談等又は児童等に面接

2,835 千円 

日額 510 円 
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福祉司 

児童福祉司 

して行う相談等の業務 

 

精神保健指定医、診察

立会職員及び精神障害

者移送に従事する職員

の特殊勤務手当 

精神保健指定医、診察

立会職員等 

精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律に基づく診察、

立会又は移送の業務 
27 千円 

日額 320 円 

職業訓練指導業務従事

職員の特殊勤務手当 

高等技術専門校に勤務

する職業訓練指導員 

 

職業訓練業務 

2,478 千円 

日額 790 円 

と畜検査業務従事職員

の特殊勤務手当 

食肉衛生検査センター

に勤務する職員 

 

と畜場法による獣畜のとさつ

又は解体の検査 2,768 千円 

日額 1,180 円 

麻薬取締業務従事職員

の特殊勤務手当 
麻薬取締員 麻薬及び向精神薬取締法によ

る司法警察職員として従事す

る危険な職務 
22 千円 

日額 420 円 

爆発物取締業務従事職

員の特殊勤務手当 

本庁爆発物取締主管課

又は地方局に勤務する

職員 

火薬類取締法又は高圧ガス保

安法に基づく完成検査、保安

検査等の業務 

38 千円 

日額 250 円  

漁業取締作業従事職員

の特殊勤務手当 

当該作業に従事する職

員 

漁業取締船に乗り組んで従事

する漁業取締作業 
1,058 千円 

日額 500 円 

夜間看護手当 子ども療育センターに

勤務する看護師又は准

看護師 

正規の勤務時間による勤務の

一部又は全部が深夜(午後10

時から翌日の午前５時までの

間)において行われる看護等

の業務 

10,972 千円 

１回 2,000 円から

3,300 円まで 

 

家畜保健衛生所及び家

畜病性鑑定所に勤務す

る職員の特殊勤務手当 

家畜保健衛生所及び家

畜病性鑑定所に勤務す

る獣医師である職員 

家畜保健衛生所法による家畜

の伝染病の予防、人工授精の

実施等の事務 
5,362 千円 

日額 730 円  

（ＢＳＥ検査：810 円

加算） 

潜水手当 農林水産研究所水産研

究センターに勤務する

職員 

海中の魚礁の状況、魚介類の

育成状況等を調査するため、

潜水器具を着用して行う潜水

作業 

41 千円 

１時間 310 円又は

780 円 

用地交渉等業務に従事

する職員の特殊勤務手

当 

農林水産部農業振興局

農地整備課、土木部土

木管理局用地課、地方

局産業経済部土地改良

主務課及び治山主務課

並びに地方局建設部

（土木事務所を含む。）

に勤務する職員 

公共事業の施行に伴う土地等

の取得及び権利の消滅等に伴

う損失の補償等に関し、これ

らの権利者等と直接現地で行

う交渉業務 2,222 千円 

日額 650 円 

 

身体障害者等福祉業務

従事職員の特殊勤務手

当 

①身体障害者更生相談

所に勤務する看護師等 

②婦人相談所又はさつ

き寮に勤務する職業訓

練指導員又は生活指導

員 

①看護業務 

②職業訓練又は生活指導の業

務 
196 千円 

日額 420 円 

精神障害者等訪問指導

業務従事職員の特殊勤

務手当 

保健所又は心と体の健

康センターに勤務する

保健師 

精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律に基づき精神障

害者等を訪問して行う相談指

導業務又は感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に

関する法律に基づく訪問指導

業務 

357 千円 

日額 230 円 
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航空手当 当該業務に従事する職

員 

①航空機の操縦業務 

②航空機の整備等業務（整備

士） 

③航空機に搭乗して行う訓練

等の業務（①及び②以外） 

5,269 千円 

①１時間 7,700 円  

②１時間 4,500 円 

③１時間 1,900 円 

 

災害応急作業等手当 土木部河川港湾局河川

課及び港湾海岸課並び

に道路都市局道路建設

課及び道路維持課並び

に地方局建設部（土木

事務所及びダム管理事

務所を含む。）に勤務す

る職員 

異常な自然現象により重大な

災害が発生した場合等に警戒

水位を超えている河川の堤

防、通行が禁止されている区

間の道路等の危険な区域にお

いて行われる次の作業 

①巡回監視 

②応急作業等 

0 千円 

①日額 480 円 

②日額 730 円 

 

当該作業等に従事する

職員 

①東京電力株式会社福島第一

原子力発電所の敷地内におい

て行う作業 

②原子力災害対策特別措置法

第２８条第２項において読み

替えて適用される災害対策基

本法（昭和３６年法律第２２

３号）第６３条第１項の規定

に基づく警戒区域において行

う作業 

③本部長指示により居住者等

が避難のための立退き若しく

は計画的な立退きを行うこと

された地域において行う作業 

④原子力災害対策特別措置法

第 15 条第３項の規定に基づ

き居住者等が屋内への退避を

行うこととされた区域の屋外

において行う作業 

⑤帰還困難区域において行う

作業 

⑥居住制限区域において行う

作業 

1,996 千円 

①日額 20,000 円～

3,300 円 

②屋外作業  日額

6,600 円 

 屋内作業  日額

1,330 円 

③屋外作業  日額

5,000 円 

 屋内作業  日額

1,000 円 

④日額 2,500 円 

⑤屋外作業  日額

6,600 円 

 屋内作業  日額

1,330 円 

⑥屋外作業  日額

3,300 円 

 屋内作業  日額  

660 円 

 

東日本大震災に対処す

るため当該作業に従事

する職員 

 

 

異常な自然現象により重大な

災害が発生した場合等に警戒

水位を超えている河川の堤

防、通行が禁止されている区

間の道路等の危険な区域にお

いて行われる次の作業 

①巡回監視 

②応急作業等 

 

0 千円 

①日額 480 円 

②日額 730 円 

 

食鳥検査業務従事職員

の特殊勤務手当 

食肉衛生検査センター

に勤務する職員 

食鳥処理の事業の規制及び食

鳥検査に関する法律による食

鳥検査業務 

 

55 千円 

日額 1,180 円 

特殊自動車運転作業手

当 

農業大学校及び農林水

産研究所（水産研究セ

ンターを除く。）並びに

東予地方局産業経済部

今治支局地域農業室、

中予地方局産業経済部

産業振興課地域農業室

大型特殊自動車等の運転作業 

813 千円 

日額 290 円 
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及び南予地方局産業経

済部産業振興課地域農

業室に勤務する職員 

兼務手当 当該業務に従事する教

育職員 

定時制の課程の授業又は補助

の業務（本務として従事する

業務を除く。） 

 

1,041 千円 

１時間 510 円、610

円又は 670 円 

 

添削手当 当該業務に従事する教

育職員 

通信制の課程を担任して行う

添削指導業務（本務として従

事する業務を除く。） 

 

9 千円 

添削１回 110 円 

教員特殊業務手当 当該業務に従事する教

育職員（職務の級が中

学校・小学校教育職員

給料表又は高等学校等

教育職員給料表の１

級、２級又は特２級の

ものに限る。） 

①非常災害時における児童等

の保護又は緊急の防災等の業

務 

②児童等の負傷、疾病等に伴

う救急の業務等 

③修学旅行等引率業務 

④対外運動競技等において児

童等を引率して行う指導業務

（泊を伴うもの等） 

⑤部活動における児童等に対

する指導業務（週休日、休日

等に行うもの） 

⑥入学試験における受験生の

監督等の業務（週休日、休日

等に行うもの） 

 

493,568 千円 

①日額 8,000 円 

②日額 7,500 円 

③日額 4,250 円 

④日額 4,250 円 

⑤日額 3,000 円 

⑥日額 1,125 円 

多学年学級担当手当 

 

公立の小学校又は中学

校の２の学年の児童等

で編制されている学級

を担当する教育職員

（一定以上の授業時間

数の者に限る。） 

当該多学年学級における授業

又は指導業務 

6,924 千円 

日額 290 円 

 

教育業務連絡指導手当 教務主任、学年主任、

生徒指導主事等 

教務その他の教育に関する業

務についての連絡調整及び指

導助言の業務 

108,063 千円 

日額 200 円 

面接指導手当 当該業務に従事する教

育職員 

講師として通信制の課程の授

業又はその補助を行う業務

（本務として従事する業務を

除く。） 

33 千円 

１時間 760 円 

特別支援教育手当 特別支援学校に勤務す

る教育職員及び特別支

援学級等を担当する教

育職員 

障害のある幼児､児童又は生

徒に対する授業又は指導業務 

 
319,514 千円 

日額 1,000 円又は

1,200 円 

道路上作業手当 地方局建設部又は土木

事務所に勤務する技能

労務職員 

交通遮断することなく行う道

路の維持修繕、舗装の打換え

等の作業 

 

4,252 千円 

日額 300 円 

家畜ふん尿処理作業手

当 

農林水産研究所畜産研

究センターに勤務する

技能労務職員 

たい肥舎等において行う有害

物の発生を伴う家畜ふん尿の

処理作業 

129 千円 

日額 290 円 

注 手当ごとの「支給実績（平成 26 年度）」は、給与システムによる支給分であるため、その合計は「支給実績（平成 26 年度決算）」

と一致しません。 
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(オ) 時間外勤務手当 

 

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 決 算 額 ） 3,577,336 千円  

職員１人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 543 千円  

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 決 算 額 ） 3,143,888 千円  

職員１人当たり平均支給年額（平成 25 年度決算） 477 千円  

注１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。 

２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管

理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

 

(カ) その他の手当（平成 27 年４月１日現在） 

 

手当名 内容 支給単価 

国の制

度との

異 同 

国の制度

と異なる

内  容 

支給実績 

(26年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

(26年度決算) 

扶 養 手 当 

扶養親族のある職員

に支給 

・配偶者 13,000円 

・配偶者以外 6,500円 

・配偶者のない職員の扶養親族の

うち１人 11,000円 

 

満 15 歳に達する日後の最初の  

年度初めから満 22 歳に達する  

日以降の最初の年度末までの子 

１人につき5,000円加算 

 

同 － 2,251,157 千円  243,764 円 

住 居 手 当 

自ら居住するための

住宅等を借り受け、

家賃等を支払ってい

る職員等に支給 

（経過措置） 

平成 26 年度までは

その所有に係る住宅

に居住する職員で世

帯主である者等にも

支給 

【借家･借間居住者】 

・家賃 23,000 円以下 

家賃額－12,000 円 

・家賃 23,000 円超 55,000 円未満 

(家賃額－23,000円)×1/2＋ 

11,000円 

・家賃 55,000 円以上 

27,000円(支給限度額) 

 

同 － 1,334,126 千円 119,954 円 

初 任 給 

調 整 手 当 

医師等採用による欠

員の補充が困難であ

る職に採用された職

員等に支給 

採用困難の程度等を考慮して定め

る職の区分及び採用の日以後の期

間の区分に応じて支給 

上限額：410,900 円 

 

同 － 62,371 千円 1,199,442 円 

通 勤 手 当 

通勤のため、交通機

関等を利用している

職員又は自動車等を

使用している職員等

に支給 

【公共交通機関利用者】 

６箇月定期等廉価な価額による運

賃等相当額 

上限額：78,000 円 

異 
国上限額 

55,000 円 

1,690,164 千円 114,463 円 【交通用具利用者】 

距離に応じた定額 

片道２km以上５km未満2,500円 

～ 

片道95km 以上 47,200 円 

異 
国上限額 

31,600 円 

単身赴任手当 

公署を異にする異動

等に伴い単身で生活

することとなった職

員に対して支給 

 

26,000 円＋加算額 

加算額は、配偶者住居との距離に

応じて 6,000～58,000 円 

同 － 139,138 千円 315,506 円 

管理職手 当 

管理又は監督の地位

にある職員に対して

支給 

給料表別､職務の級別、区分別の定

額 
同 － 1,340,366 千円 662,236 円 
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手当名 内容 支給単価 

国の制

度との

異 同 

国の制度

と異なる

内  容 

支給実績 

(26年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

(26年度決算) 

特地勤務手当

及び特地勤務

手当に準ずる

手当 

離島その他の生活の

著しく不便な地に所

在する公署等に勤務

する職員に支給 

給料及び扶養手当の月額に対し

て、100分の２から100分の 21 まで

の範囲で、公署の区分に応じた一

定率を乗じた額 

同 － 27,527 千円 233,280 円 

へき地手当及

びへき地手当

に準ずる手当 

へき地学校等に指定

された学校に勤務す

る教育職員に対して

支給 

給料及び扶養手当の月額に対し

て、100分の２から100分の21まで

の範囲で、学校の区分に応じた一

定率を乗じた額 

  136,898 千円 290,654 円 

定 時 制 

通信教育手当 

県立の高等学校で本

務として定時制教育

又は通信教育に従事

する教育職員等に支

給 

給料月額に 100 分の５から 100 分

の７を乗じた額 

（管理職手当との併給調整あり。） 

  32,118 千円 314,882 円 

産業教育手当 

県立の高等学校で農

業、水産又は工業に

係る産業教育に従事

する教育職員に支給 

給料月額に 100 分の７を乗じた額 

（管理職手当等との併給調整あ

り。） 

  106,722 千円 318,573 円 

義務教育 等 

教員特別手当 

小学校、中学校又は

県立学校に勤務する

教育職員に支給 

上限額：8,000 円 

職務の級号給に応じた定額 

（産業教育手当等との併給調整あ

り。） 

  786,140 千円 70,022 円 

農 林 漁 業 

普及指導手当 

農林漁業の普及指導

に関する事務に従事

する職員に支給 

給料月額に 100 分の６を乗じた額   45,784 千円 257,213 円 

宿日直手 当 

職員が正規の勤務時

間外又は休日等に宿

直又は日直をした場

合に支給 

4,200 円/１回 ほか 

（勤務時間による増減あり。） 
同 － 442,816 千円 240,923 円 

管 理 職 員 

特別勤務手当 

管理職手当を支給さ

れる職員が週休日等

に勤務した場合に支

給 

職責に応じて 3,000 円～12,000 円

/１回の定額 

（６時間を超える場合は加算あ

り。） 

同 － 30,397 千円 298,010 円 

夜 勤 手 当 

正規の勤務時間とし

て午後 10 時から翌

日の午前５時までの

間に勤務する職員に

支給 

勤務１時間につき、１時間当たり

の給与額に 100分の 25を乗じた額 
同 － 140,512 千円 155,606 円 

注 支給単価のうち、特に記載の無いものは月額の単価です。 
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オ 特別職の報酬等の状況（平成 27 年４月１日現在） 

 

 特別職の職員の給料月額又は報酬月額、期末手当の支給割合及び退職手当の算定方式等は、以下のとおりです。 

 

区  分 給 料 月 額 等 

給 

料 

知   事 

副 知 事 

 

990,000 円 （1,320,000 円）  

858,500 円 （1,010,000 円）  

  

報 

酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

921,500 円 （ 970,000 円）  

826,500 円 （ 870,000 円）  

779,000 円 （ 820,000 円）  

期 

末 

手 

当 

知   事 

副 知 事 

 

（平成 26 年度支給割合） 

3.1 月分 

 

議   長 

副 議 長 

議   員 

（平成 26 年度支給割合） 

3.1 月分 

 

退 

職 

手 

当 

 

知   事 

副 知 事 

 

（算定方式）    （支給時期） 

132 万円×在職月数×0.5（任期毎） 

101 万円×在職月数×0.38（ 〃 ） 

   

注１ 給料月額及び報酬月額は、知事等の給与の特例に関する条例（平成18年愛媛県条例第６号）及び愛媛県議会議員の議員報酬の特

例に関する条例（平成 27 年６月 30 日条例第 35 号）に基づき、それぞれ知事 25％、副知事 15％、議長、副議長及び議員５％の減

額をした後の額であり、（ ）内の金額は、減額前の額を記載しています。 

２ 議長、副議長及び議員の報酬月額の減額は、平成 27 年７月１日から実施しているものです。
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カ 公営企業職員の状況 

 

 (ア) 電気事業 

 

県営電気事業は、昭和 28 年 10 月７日の営業開始以来 61 年を経過し、現在、銅山川第一発電所（２基）、同第二発電所、同第三発電

所、富郷発電所、肱川発電所、道前道後第一発電所、同第二発電所及び同第三発電所、畑寺発電所の合計９発電所（10 基）において、

最大出力 67,510 キロワットで営業しています。 

 

ａ 職員給与費の状況 

(ａ) 決算 

区 分 
総費用 

(A) 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

(B) 

総費用に占める職員

給与費比率(B/A) 

平成 25 年度の総費用に

占める職員給与費比率 

 

平成26年度 

千円 

2,029,253 

 

千円 

886,436 

千円 

377,129 

％ 

18.6 

％ 

19.4 

注１ 決算には、消費税を含んでいません。 

  ２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸

手当に要する経費であり、退職手当に要する経費は、含んでいません。 

 

(ｂ) 予算 

区 分 
職 員 数 

(A) 

給     与     費 １人当たり 

平均給与費 

(B/A) 給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 (B) 

 

平成27年度 

人 

64 

千円 

285,224 

千円 

71,845 

千円 

134,031 

千円 

491,100 

千円 

7,673 

注１ 職員数及び給与費は、平成 27 年度当初予算に計上された数値であり、平成 27 年４月１日現在の実職員数とは一致しません。 

  ２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません。 

 

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成 27 年４月１日現在） 

県営電気事業に従事する平成 27 年４月１日現在の職員数は、56 人であり、職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況は、以下

のとおりです。 

 

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

愛媛県公営企業 

（電気事業） 

44 歳７月  369,023 円  455,325 円  

(577,496 円) 

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均です。 

２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）

内の金額は、期末・勤勉手当を含んだものです。 
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ｃ 職員の手当の状況 

 (ａ) 期末手当・勤勉手当 

愛媛県公営企業（電気事業） 愛  媛  県 

１人当たり平均支給額 

（平成 26 年度） 

1,687 千円  

１人当たり平均支給額 

（平成 26 年度） 

1,623 千円 

（平成 26 年度支給割合） 

    期末手当   勤勉手当 

    2.6  月分   1.5   月分 

   （1.45 月分） （0.7  月分） 

（平成 26 年度支給割合） 

    期末手当   勤勉手当 

    2.6  月分   1.5   月分 

   （1.45 月分） （0.7  月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

注１ 特定幹部職員(局長級以上の職員)については、期末手当のうち0.4月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当2.2月分、

勤勉手当 1.9 月分となっています。 

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

(ｂ) 退職手当（平成 27 年４月１日現在） 

愛媛県公営企業（電気事業） 愛  媛  県 

（支給率） 自 己 都 合  勧奨・定年 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年 41.325 月分 49.59    月分 

最高限度額 49.59  月分 49.59    月分 

その他の加算措置 

 退職手当の調整額 

  職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定

め、職員の在職期間のうちその月額が高い方から60月

分の合計額を調整額として加算 

 定年前早期退職特別措置 

（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額  

      退職者なし 

（支給率） 自 己 都 合  勧奨・定年 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年 41.325 月分 49.59    月分 

最高限度額 49.59  月分 49.59    月分 

その他の加算措置 

 退職手当の調整額 

  職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定

め、職員の在職期間のうちその月額が高い方から60月

分の合計額を調整額として加算 

 定年前早期退職特別措置 

（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額  自 己 都 合  勧奨・定年 

4,682 千円  22,810 千円 

注 １人当たり平均支給額は、平成 26 年度中に退職した職員に支給された額の平均です。 

 

(ｃ) 地域手当（平成 27 年４月１日現在） 

支給対象職員は、いません。 
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(ｄ) 特殊勤務手当（平成 27 年４月１日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 52 千円     

支給職員１人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 2,086 円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 46.3％  

手当の種類（手当数） ２   

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（平成 26年度） 
支給単価 

危険作業手当 発電所又は工業用水管理

事務所に勤務する職員 

①傾斜 30 度以上の水圧管

施設工事及び内部工事の

作業等 

②水圧鉄管充水中の水車

ケーシング及びドラフト

チューブの内部作業等 

③ずい道水圧管内におけ

る調査、測量作業等 

④地上又は水面上 10 メー

トル以上の墜落の危険が

特に著しい箇所で行う工

事の監督、調査等 

⑤金属ナトリウム、苛
か

性ア

ルカリ類、硝酸及び亜硝酸

等を取扱う業務 

52 千円  

 

①日額 570 円 

②日額 400 円 

③日額 340 円 

④日額 220 円 

⑤日額 200 円 

用地交渉等業務手当 公営企業管理局に勤務す

る職員 

公共事業の施行に伴う土

地等の取得及び権利の消

滅等に伴う損失の補償等

に関し、これらの権利者等

と直接現地で行う交渉業

務 

０千円  

 

日額 650 円 

 

(ｅ) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 決 算 ） 33,293 千円  

職員１人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 793 千円  

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 決 算 ） 48,161 千円  

職員１人当たり平均支給年額（平成 25 年度決算） 1,120 千円  

注１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。 

 ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員

数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んで

います。 

 

(ｆ) その他の手当（平成 27 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 

(26年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

(26年度決算) 

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 10,272 千円 270,303 円 

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 5,841 千円 129,804 円 

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 4,058 千円 88,224 円 

単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 552 千円 276,000 円 

管理職手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 6,317 千円 701,903 円 

特地勤務手当

及び特地勤務
一般行政職の制度と同じ。 同 － 193 千円 193,104 円 
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手当に準ずる

手当 

宿日直手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 0 千円 0 円 

管 理 職 員 

特別勤務手当 
一般行政職の制度と同じ。 同 － 16 千円 16,000 円 

夜間勤務手当 一般行政職の夜勤手当の制度と同じ。 同 － 2,832 千円 314,701 円 

 

(イ) 工業用水道事業 

 

県営工業用水道事業は、昭和 39 年４月１日の営業開始以来 51 年を経過し、現在、松山・松前地区工業用水道、今治地区工業用水道、

西条地区工業用水道の３地区において、計画給水量 249,220 立方メートルで営業しています。 

 

ａ 職員給与費の状況 

 

(ａ) 決算 

区 分 
総費用 

(A) 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

(B) 

総費用に占める職員

給与費比率(B/A) 

平成 25 年度の総費用に

占める職員給与費比率 

 

平成26年度 

千円 

1,329,252 

 

千円 

326,205 

千円 

144,644 

％ 

10.9 

％ 

12.7 

注１ 決算には、消費税を含んでいません。 

  ２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸

手当に要する経費であり、退職手当に要する経費は、含んでいません。 

 

(ｂ) 予算 

区 分 
職 員 数 

(A) 

給     与     費 １人当たり 

平均給与費 

(B/A) 給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 (B) 

 

平成27年度 

人 

21 

千円 

104,576 

千円 

21,701 

千円 

41,993 

千円 

168,270 

千円 

8,013 

注１ 職員数及び給与費は、平成 27 年度当初予算に計上された数値であり、平成 27 年４月１日現在の実職員数とは一致しません。 

  ２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません。 
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ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成 27 年４月１日現在） 

県営工業用水道事業に従事する平成 27 年４月１日現在の職員数（再任用短時間勤務職員１人を含まない。）は、20 人であり、職員

の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況は、以下のとおりです。 

 

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

愛媛県公営企業 

（工業用水道事業） 

48 歳 10 月  398,611 円  452,686 円  

(584,767 円) 

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均です。 

２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）

内の金額は、期末・勤勉手当を含んだものです。 

 

ｃ 職員の手当の状況 

(ａ)期末手当・勤勉手当 

愛媛県公営企業（工業用水道事業） 愛  媛  県 

１人当たり平均支給額 

（平成 26 年度） 

1,593 千円  

１人当たり平均支給額 

（平成 26 年度） 

1,623 千円 

（平成 26 年度支給割合） 

    期末手当   勤勉手当 

    2.6  月分   1.5   月分 

   （1.45 月分） （0.7  月分） 

（平成 26 年度支給割合） 

    期末手当   勤勉手当 

    2.6  月分   1.5   月分 

   （1.45 月分） （0.7  月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

注１ 特定幹部職員(局長級以上の職員)については、期末手当のうち0.4月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当2.2月分、

勤勉手当 1.9 月分となっています。 

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

(ｂ) 退職手当（平成 27 年４月１日現在） 

愛媛県公営企業（工業用水道事業） 愛  媛  県 

（支給率） 自 己 都 合  勧奨・定年 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年 41.325 月分 49.59    月分 

最高限度額 49.59  月分 49.59    月分 

その他の加算措置 

 退職手当の調整額 

  職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定

め、職員の在職期間のうちその月額が高い方から60月

分の合計額を調整額として加算 

 定年前早期退職特別措置 

（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額 

       退職者なし 

（支給率） 自 己 都 合  勧奨・定年 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年 41.325 月分 49.59    月分 

最高限度額 49.59  月分 49.59    月分 

その他の加算措置 

 退職手当の調整額 

  職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定

め、職員の在職期間のうちその月額が高い方から60月

分の合計額を調整額として加算 

 定年前早期退職特別措置 

（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額  自 己 都 合  勧奨・定年 

4,682 千円  22,810 千円 

注 １人当たり平均支給額は、平成 26 年度中に退職した職員に支給された額の平均です。 
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(ｃ) 地域手当（平成 27 年４月１日現在） 

支給対象職員は、いません。 

 

(ｄ) 特殊勤務手当（平成 27 年４月１日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 47 千円   

支給職員１人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 3,105 円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 68.2％  

手当の種類（手当数） ２   

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（平成 26年度） 
支給単価 

危険作業手当 発電所又は工業用水管理

事務所に勤務する職員 

①傾斜 30 度以上の水圧管

施設工事及び内部工事の

作業等 

②水圧鉄管充水中の水車

ケーシング及びドラフト

チューブの内部作業等 

③ずい道水圧管内におけ

る調査、測量作業等 

④地上又は水面上 10 メー

トル以上の墜落の危険が

特に著しい箇所で行う工

事の監督、調査等 

⑤金属ナトリウム、苛
か

性ア

ルカリ類、硝酸及び亜硝酸

等を取扱う業務 

47 千円  

 

①日額 570 円 

②日額 400 円 

③日額 340 円 

④日額 220 円 

⑤日額 200 円 

用地交渉等業務手当 公営企業管理局に勤務す

る職員 

公共事業の施行に伴う土

地等の取得及び権利の消

滅等に伴う損失の補償等

に関し、これらの権利者等

と直接現地で行う交渉業

務 

０千円  

 

日額 650 円 

 

(ｅ) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 決 算 ） 6,703 千円  

職員１人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 394 千円  

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 決 算 ） 7,181 千円  

職員１人当たり平均支給年額（平成 25 年度決算） 422 千円  

注１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。 

 ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員

数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んで

います。 

 

(ｆ) その他の手当（平成 27 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 

(26年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

(26年度決算) 

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 4,572 千円 254,000 円 

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 774 千円 48,375 円 

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 1,894 千円 105,239 円 
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単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 276 千円 276,000 円 

管理職手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 3,399 千円 679,747 円 

特地勤務手当

及び特地勤務

手当に準ずる

手当 

一般行政職の制度と同じ。 同 － ０千円 ０円 

宿日直手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 17 千円 16,800 円 

管 理 職 員  

特別勤務手当 
一般行政職の制度と同じ。 同 － 12 千円 12,000 円 

夜間勤務手当 一般行政職の夜勤手当の制度と同じ。 同 － ０千円 ０円 

 

(ウ) 病院事業 

 

県営病院事業は、昭和 31 年 10 月１日県衛生部から移管を受けて以来 58 年を経過し、現在、中央、今治、南宇和及び新居浜の４病

院で、病床数 1,659 床を有し、それぞれの地域における中核的医療機関として、その機能を発揮しています。 

 

ａ 職員給与費の状況 

 

(ａ) 決算 

区 分 
総費用 

(A) 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

(B) 

総費用に占める職員

給与費比率(B/A) 

平成 25 年度の総費用に

占める職員給与費比率 

 

平成26年度 

千円 

52,127,225 

 

千円 

△9,199,916 

千円 

15,501,440 

％ 

29.7 

％ 

36.6 

注１ 決算には、消費税を含んでいません。 

  ２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸

手当に要する経費であり、退職手当に要する経費は、含んでいません。 

  ３ 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 14,702 千円を含んでいません。 

 

(ｂ) 予算 

区 分 
職 員 数 

(A) 

給     与     費 １人当たり 

平均給与費 

(B/A) 給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 (B) 

 

平成27年度 

人 

1,977 

千円 

8,058,828 

千円 

5,043,813 

千円 

3,130,405 

千円 

16,233,046 

千円 

8,211 

注１ 職員数及び給与費は、平成 27 年度当初予算に計上された数値であり、平成 27 年４月１日現在の実職員数とは一致しません。 

  ２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません。 
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ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成 27 年４月１日現在） 

県営病院事業に従事する平成 27 年４月１日現在の職員数（再任用短時間勤務職員 11 人を含まない。）は、1,966 人であり、職員の

平均年齢、基本給及び平均月収額の状況は、以下のとおりです。 

 

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額 

愛媛県 

医  師 

 

看 護 師 

 

事務職員 

 

44 歳５月  

 

39 歳１月  

 

45 歳３月  

 

577,415 円  

 

313,298 円  

 

363,214 円  

 

1,422,474 円  

(1,589,048円) 

400,224 円  

(505,137 円) 

514,338 円  

(635,192 円) 

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均です。 

２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）

内の金額は、期末・勤勉手当を含んだものです。 

 

ｃ 職員の手当の状況 

(ａ) 期末手当・勤勉手当 

愛媛県公営企業（病院事業） 愛  媛  県 

１人当たり平均支給額 

（平成 26 年度） 

1,438 千円  

１人当たり平均支給額 

（平成 26 年度） 

1,623 千円 

（平成 26 年度支給割合） 

    期末手当   勤勉手当 

    2.6  月分   1.5   月分 

   （1.45 月分） （0.7  月分） 

（平成 26 年度支給割合） 

    期末手当   勤勉手当 

    2.6  月分   1.5   月分 

   （1.45 月分） （0.7  月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

注１ 特定幹部職員(局長級以上の職員)については、期末手当のうち0.4月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当2.2月分、

勤勉手当 1.9 月分となっています。 

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。 
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(ｂ) 退職手当（平成 27 年４月１日現在） 

愛媛県公営企業（病院事業） 愛  媛  県 

（支給率） 自 己 都 合  勧奨・定年 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年 41.325 月分 49.59    月分 

最高限度額 49.59  月分 49.59    月分 

その他の加算措置 

 退職手当の調整額 

  職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定

め、職員の在職期間のうちその月額が高い方から60月

分の合計額を調整額として加算 

 定年前早期退職特別措置 

（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額  自 己 都 合  勧奨・定年 

       医 師  1,696 千円  16,348 千円 

 看護師  1,120 千円  18,885 千円 

       その他   873 千円  23,496 千円 

（支給率） 自 己 都 合  勧奨・定年 

勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825  月分 

勤続 35 年 41.325 月分 49.59    月分 

最高限度額 49.59  月分 49.59    月分 

その他の加算措置 

 退職手当の調整額 

  職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定

め、職員の在職期間のうちその月額が高い方から60月

分の合計額を調整額として加算 

 定年前早期退職特別措置 

（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額  自 己 都 合  勧奨・定年 

4,682 千円  22,810 千円 

注１ １人当たり平均支給額は、平成 26 年度中に退職した職員に支給された額の平均です。 

  ２ １人当たり平均支給額のその他は、医師及び看護師を除くすべての職員です。 

 

(ｃ) 地域手当（平成 27 年４月１日現在） 

支 給 総 額（平成 26 年度決算） 246,354 千円 

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 870,509 円  

区  分 支給対象地域  支 給 率 支給対象職員数 愛媛県の制度(支給率) 

医  師  15％ 275 人 15％ 

注１ 支給対象職員数は、平成 27 年４月１日現在の職員数です。 

２ 医師については、一般的に、人材確保が困難である地方の方が都市部より給与が高いという実状があることから、それを 

反映させるために支給しています。 

 

(ｄ) 特殊勤務手当（平成 27 年４月１日現在） 

支給実績（平成 26 年度決算） 458,792 千円   

支給職員１人当たり平均支給年額（平成 26 年度決算） 308,743 円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 26 年度） 72.8％  

手当の種類（手当数） ９   

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（平成 26 年度） 
支給単価 

結核病とう勤務手当 病院の結核病棟に勤務す

る職員 

病院の結核病棟において行

う患者の看護又は患者に接

する職務 

０千円  

 

日額 290 円 

病理細菌取扱手当 病院の試験室等において

病理又は危険である細菌

の検査研究等に従事する

職員 

病院の試験室等において行

う病理又はコレラ、赤痢等

危険である細菌の検査、研

究等 

3,476 千円  

 

日額 200 円 

放射線技術勤務手当 放射線技術又はその補助

に従事する職員 

病院において行う有害放射

線の影響を受ける作業 

7,911 千円  

 

日額 230 円 

伝染病医療従事手当 病院において伝染病患者

等の診療、看護等に従事す

る職員 

伝染病患者等の診療又は看

護 

伝染病菌の付着した物件等

の処理作業 

64 千円  

 

日額 290 円 
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精神病棟等勤務手当 病院の精神病棟又は精神

科に勤務する職員 

精神病患者等の看護又はこ

れらの者に接する業務 

90 千円  

 

日額 320 円 

夜間看護等手当 ①病院で深夜に勤務する

看護師等 

②③病院に勤務する医療

職給料表の適用を受ける

職員 

①正規の勤務時間による勤

務の一部又は全部が深夜

(午後 10 時から翌日の午前

５時までの間)において行

われる看護等の業務 

②救急患者に対処するため

に命を受け自宅等でする待

機 

③待機中に呼出しを受け、

正規の勤務時間以外の時間

において行った手術等の業

務 

356,511 千円  

 

①１回 2,000円から3,300

円まで 

②１回 860 円 

③１回 1,620 円 

航空手当 航空機に搭乗して診療、調

査等の業務に従事する職

員 

航空機に搭乗して行う診

療、看護、調査、捜索救難

等の業務 

38 千円  

 

１時間 1,900 円 

救急医療従事手当 病院に勤務する管理職医

師 

正規の勤務時間外において

行う救急医療業務 

46,837 千円  

 

１時間当たりの給与額×従

事時間 

診療応援手当 病院に勤務する医師 他の県立病院等で従事する

診療業務 

43,865 千円  

 

１回 5,000 円から 20,000

円 

 

(ｅ) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （ 平 成 2 6 年 度 決 算 ） 2,393,568 千円  

職員１人当たり平均支給年額（平成 26年度決算） 1,280 千円  

支 給 実 績 （ 平 成 2 5 年 度 決 算 ） 1,771,239 千円  

職員１人当たり平均支給年額（平成 25年度決算） 948 千円  

注１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。 

 ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員

数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んで

います。 

 

(ｆ) その他の手当（平成 27 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度 

との異同 

一般行政

職の制度

と異なる

内容 

支給実績 

(26年度決算) 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

(26 年度決算) 

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 160,908 千円 210,613 円 

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 210,595 千円 169,834 円 

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 118,437 千円 84,658 円 

単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 8,511 千円 303,964 円 

管理職手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 57,518 千円 974,877 円 

初 任 給 

調 整 手 当 

内容は、一般行政職の制度と同じ。 

支給単価は、一般行政職の制度に加え、医

師について次の額を支給。 

・職務の級に応じ 24,000 円又は 30,000 円 

（南宇和病院に勤務する医師は 124,000 円

又は 130,000 円） 

異 
医 師 へ の

加算 
959,477 千円 3,390,376 円 
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宿日直手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 － 199,175 千円 385,999 円 

管 理 職 員  

特別勤務手当 
一般行政職の制度と同じ。 同 － 12,349 千円 199,177 円 

夜間勤務手当 一般行政職の夜勤手当の制度と同じ。 同 － 202,896 千円 200,095 円 

 

 (エ) 特別職の報酬等の状況（平成 27年４月１日現在） 

特別職である管理者の給料月額、期末手当の支給割合及び退職手当の算定方式等は、以下のとおりです。 

 

区  分 給 料 月 額 等 

給  料 730,400 円 （830,000 円）  

期末手当 

（平成 26 年度支給割合） 

3.1 月分 

 

退職手当 

（算定方式）    （支給時期） 

83 万円×在職月数×0.25（任期毎） 

 

注 給料月額は、知事等の給与の特例に関する条例（平成18年愛媛県条例第６号）に基づき 12％の減額をした後の額であり、（ ）

内の金額は、減額前の額を記載しています。 
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 (3) 勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

ア 勤務時間の状況 

 

 平成 26 年度における職員の勤務時間は、１週間当たり 38 時間 45 分で、公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する

必要のある職員を除き、午前８時 30 分から午後５時 15 分まで（休憩時間は、午後零時から午後１時まで）となっています。 

 

イ 休暇の状況 

 

(ア) 年次有給休暇 

 

 年次有給休暇は、１年ごとに 20 日付与され、残日数は、翌年に限り繰り越すことができます。平成 26 年の職員１人当たりの年次有

給休暇の取得状況は、以下のとおりです。 

（単位：日） 

区 分 知   事 公営企業管理者 人事委員会 議 会 議 長 代表監査委員 教育委員会 警察本部長 

平均取得日数 10.0 8.4 11.0 10.0 8.1 9.8 7.2 

 

(イ) その他の休暇 

 

 負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故など条例や人事委員会規則で定める事由に該当する場合には、

有給の休暇を付与しています。また、職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は障害のため介護を必要とするものを

介護する場合には、無給の休暇を付与しています。 

 

 (４) 休業の状況 

 

(ア) 育児休業 

 

 職員が３歳に満たない子を養育するために休業することが認められる制度です。育児休業をしている期間については、給与は、支給

されません。平成 26 年度における育児休業者数は、711 人です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。 

                                  （単位：人） 

区 分 知 事 公営企業管理者 人事委員会 教育委員会 警察本部長 合 計 

育児休業者数 56 155 １ 450 49 711 

 

(イ) 部分休業 

 

 職員が３歳に満たない子を養育するため、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間を超えない範囲内で、勤

務しないことが認められる制度です。部分休業をしている時間については、給与が減額されます。平成 26 年度における部分休業者数

は、25 人です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。 

                  （単位：人） 

区 分 知 事 公営企業管理者 教育委員会 警察本部長 合 計 

部分休業者数 ８ ６ 10 １ 25 
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(ウ) 育児短時間勤務 

 

 職員が小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために短時間勤務をすることが認められる制度です。育児短時間勤務をしてい

る期間については、給与が減額されます。平成 26 年度における育児短時間勤務者数は、122 人です。任命権者別の内訳は、以下のと

おりです。 

                  （単位：人） 

区 分 知 事 公営企業管理者 人事委員会 教育委員会 合 計 

育児短時間勤務者数 12 105 １ ４ 122 

 

(エ) 自己啓発等休業 

 

 職員が大学等課程の履修又は国際貢献活動を行う場合、２年間（国際貢献活動は３年間）を限度に休業することが認められる制度で

す。平成 26 年度における自己啓発等休業者数は０人です。 

 

(オ) 配偶者同行休業 

 

 職員が外国で勤務等をする配偶者と外国において生活を共にするため、３年を超えない範囲内で休業することが認められる制度です。

平成 26 年度における休業者数は、０人です。 

 

(カ) 修学部分休業 

 

 職員が自発的に大学等の教育施設で修学する場合、公務の運営に支障がなく、かつ、職員の公務に関する能力の向上に資すると認め

られるときは、給与を減額して、正規の勤務時間の 1/2 以内の時間、２年間を限度に、修学のために必要な時間を休業することが認め

られる制度です。平成 26 年度における修学部分休業者数は、０人です。 

 

(キ) 高齢者部分休業 

 

 定年退職日前５年間の職員が希望する場合、公務運営に支障がない場合は、給与を減額して、正規の勤務時間の 1/2 以内の時間、定

年退職日までの間、勤務時間を短縮することが認められる制度です。平成 26 年度における高齢者部分休業者数は、０人です。 

 

(ク) 大学院修学休業 

 

 公立学校の教員が、大学院や大学の専攻科の課程に在学して、その課程を履修するため、３年を超えない範囲内で休業することが認

められる制度です。平成 26 年度における休業者数は、１人です。 

                （単位：人） 

区 分 教育委員会 合 計 

大学院修学休業 １ １ 
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(５) 分限及び懲戒処分の状況 

 

ア 分限処分の状況 

 

 分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、公務能率の維持を目的としてなされる不利益処分であり、そ

の種類は、免職、休職又は降任があります。平成 26 年度における分限処分数は、299 件です。任命権者別の内訳は、以下のとおりで

す。 

                                     （単位：件） 

区 分 知事 公営企業管理者 教育委員会 警察本部長 合計 

免 職 １ ０ ０ ０ １ 

休 職 82 38 136 42 298 

合 計 83 38 136 42 299 

 

イ 懲戒処分の状況 

 

 懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持することを目的として

なされる不利益処分であり、その種類は、免職、停職、減給又は戒告があります。平成 26 年度における懲戒処分数は、19 件です。任

命権者別の内訳は、以下のとおりです。 

                   （単位：件） 

区 分 知事 教育委員会 警察本部長 合計 

免 職 ０ ２ ０ ２ 

停 職 １ １ １ ３ 

減 給 １ ８ １ 10 

戒 告 ２ ２ ０ ４ 

合 計 ４ 13 ２ 19 
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(６) 服務の状況 

 

 地方公務員法第 30 条では、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の

遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、

同法は、職員に対し、法令及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務上知り得た秘密を守る義務、職務に専念す

る義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等への従事制限など、服務上の強い制約を課しています。各任命権者におい

ては、平成 26 年度において、以下の措置を講じました。 

 

ア 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長及び代表監査委員 

 

(ア) 綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、職員に対し、その徹底を図りました。 

通   知 概   要 

交通事故等の防止について 
飲酒運転の根絶について意識の徹底を図るとともに、交通事故及び交通違反の防止

について注意喚起を行いました。 

綱紀の保持及び服務規律の確保に

ついて 

年末、年始を控え、綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底し、県政に対する県

民の負託に応えるため、県民に対する職務対応の向上及び経費の節減、利害関係者

との会食等の自粛、虚礼の廃止、業務の適正な執行、交通法規の遵守、パソコンの

適正な使用等について周知徹底を図りました。 

衆議院議員総選挙における地方公

務員の服務規律の確保について 

衆議院議員総選挙が行われることを踏まえ、公職選挙法等の法令遵守及び地方公務

員としての政治的中立性の確保について周知徹底を図りました。 

統一地方選挙における地方公務員

の服務規律の確保について 

統一地方選挙が行われることを踏まえ、公職選挙法等の法令遵守及び地方公務員と

しての政治的中立性の確保について周知徹底を図りました。 

(イ) 職場におけるセクシュアル・ハラスメント及びパワー･ハラスメントを防止することを目的として、管理職等を対象 

 に研修を実施するとともに、全職員を対象に職場研修を実施しました。 

(ウ) 綱紀の保持及び服務規律の確保に加え、不祥事の再発防止を図ることを目的として、管理職等を対象に公務員倫理 

に関する研修を実施するとともに、全職員を対象に職場研修を実施しました。 

(エ) 交通違反及び交通事故の発生を防止することを目的として、管理職等を対象に安全運転に関する講習会を開催する 

 とともに、全職員を対象に職場研修を実施しました。 

(オ) 愛媛県又は愛媛県職員に対して行われる不当要求行為等に対し、職員の安全及び県行政の適正かつ円滑な執行を確 

 保するため、愛媛県として組織的かつ統一的に対応する際の具体的な応対要領等に関する研修会を実施しました。 

 

イ 教育委員会 

 

 綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、教職員に対し、その徹底を図りました。 

通   知 概   要 

交通事故等の防止について 
ゴールデンウイークの時期をとらえて、交通事故等の防止について注意喚起を行い

ました。 

教職員の綱紀粛正と服務規律の確

保について 

学校会計からの不正流用等の事件が発覚したことから、公金の取扱いに際しては、

厳正かつ適正な事務処理に努めるとともに、複数でのチェック体制を整備するよう

通知しました。 

セクシュアル・ハラスメント及びパ

ワー・ハラスメントの防止について 

研修会等に参加する際の女性教職員の服装に関して、行き過ぎた指導があったこと

から、あらゆる機会を活用してセクハラ、パワハラ防止について周知徹底を図ると

ともに、管理監督者自らもその研さんに努めるよう通知しました。 

綱紀の保持及び服務規律の確保に

ついて 

教員が窃盗容疑で逮捕されるという事案が発生したことから、こうした不祥事が県

民の信頼を大きく損ねるものであることを重く受け止め、一日も早く信頼回復でき

るよう、これまで以上に服務規律の厳正な遵守に取り組むよう通知しました。 

飲酒運転の根絶及び交通安全等の

徹底について 

交通事故、違反の根絶に取り組んできたにもかかわらず、依然として速度超過や飲

酒運転等の違反が後を絶たないことから、改めて教職員に周知徹底を図りました。 

綱紀の保持及び服務規律の確保に 年末、年始を控え、綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底し、県政に対する県
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通   知 概   要 

ついて 民の負託に応えるため、県民に対する職務対応の向上及び利害関係者との会食等の

自粛、虚礼の廃止、経費の節減、業務の適正な執行、セクハラ及びパワハラの防止、

交通法規の遵守等について周知徹底を図りました。 

衆議院議員総選挙における地方公

務員の服務規律の確保について 

衆議院議員総選挙が行われることを踏まえ、公職選挙法等の法令遵守及び地方公務

員としての政治的中立性の確保について周知徹底を図りました。 

統一地方選挙における地方公務員

の服務規律の確保について 

統一地方選挙が行われることを踏まえ、公職選挙法等の法令遵守及び地方公務員と

しての政治的中立性の確保について周知徹底を図りました。 

 

ウ 警察本部長 

 

(ア) 綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、職員に対し、その徹底を図りました。 

通   知 概   要 

ハラスメント防止対策推進月間の

実施について 

11 月がハラスメントの防止月間であることから、職員への意識の涵養及び教養の実

施を指示するとともに、全職員に対し、ハラスメントアンケートを実施しました。 

平成 26 年度ハラスメント相談員の

指定に係る報告について 

ハラスメント防止対策要綱（平成 25 年５月 15 日付通達）に基づき、防止対策の実

効性を高めるために、ハラスメント相談員を選定するよう指示しました。 

ハラスメント相談窓口の変更 
ハラスメント相談窓口を開設し、ハラスメントに関する相談等の受付を実施してい

ましたが、相談者の不安を払拭するために、相談窓口を変更しました。 

服務だより「ストップ・ハラスメン

ト」の発出 

ハラスメント事案を認知した場合、服務だより「ストップ・ハラスメント」をタイ

ムリーに発出し、ハラスメントの防止対策を図りました。 

職員に対する生活指導推進月間の

実施 
非違事案防止のため、部下職員に対する適切な指導を指示しました。 

夏季における規律の保持と各種事

故防止 

業務管理の徹底、身上把握・指導の徹底、殉職・受傷事故の防止、交通事故の防止

に関する指導教養を行い、各種事故防止を指示しました。 

年末年始における規律の保持と各

種事故防止 

業務管理の徹底、身上把握・指導の徹底、殉職・受傷事故の防止、交通事故の防止

に関する指導教養を行い、各種事故防止を指示しました。 

人事異動期における規律の保持と

各種事故防止 

取扱事件等の処理状況の確認と証拠品等の確実な点検及び引継の徹底を指示しま

した。 

飲酒に対する自覚と規律の徹底に

ついて 
各所属に対する飲酒事故防止対策の徹底を指示しました。 

職員による交通事故防止総合対策

の推進について 

平成 26 年度の組織改編で教養課に安全運転指導係が新設されたことにより、交通

事故防止教養等の実施や運転教養・訓練の充実を図ることにより、交通事故防止の

徹底を図りました。 

所属長による交通事故防止対策の

徹底について 

職員が起こした交通事故が多発していることから、所属長に対し交通事故防止に向

けた注意喚起の徹底を指示しました。 

職員による交通事故防止検討会の

実施について 

職員の交通事故ゼロを目指し、交通事故防止対策に取り組んでいるところである

が、事故の減少が見られないことから職員による検討会の実施を指示しました。 
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 (７) 研修及び勤務成績の評定の状況 

 

ア 研修の状況 

 職員の勤務能率の発揮及び増進のため、平成 26 年度は、各任命権者において以下のとおり研修を実施しました。 

 

(ア) 知事 

ａ 研修所における研修 

 愛媛県研修所において、教員、警察官を除く各任命権者の職員を対象に、以下のとおり研修を実施しました。 

区 分 研修の概要 実施状況 

階層別研修 

新規採用職員、新規採用臨時職員、中堅職員、係長・主幹・課長級の新任者、部長・次

長級の現任者を対象に、それぞれの階層に共通に必要とされる知識・技術の習得を目的

とする研修 

９コース 

参加者 959 人 

ステージアップ 

研 修 

新規採用から主幹昇任までの各階層別研修の間を３つの能力開発期間（ステージ）と捉

え、次の職位で必要とされる知識・能力をあらかじめ取得することを目的とした研修 

22 コース 

参加者 637 人 

指導者養成

研 修 

職場内で新規採用職員の指導、接遇の指導、ＯＪＴ能力の向上に携わる職員を対象に、

指導者としての知識や技法を習得することを目的とした研修 

５コース 

参加者 212 人 

出 前 講 座 
東予・南予地域の職員の研修機会の拡充を図るため、出前講座（クレーム対応講座）を

実施 

２コース 

参加者 165 人 

部 局 研 修  
新たに税務・生活保護等の業務に従事する職員を対象に、担当する業務に直結する知

識・技術の習得を目的とする研修 

９コース 

参加者  209 人 

 

ｂ 長期派遣研修 

  広範な専門知識や実務能力等の習得、幅広い視野のかん養を図るため、中央省庁(８人)や自治大学校(３人)、民間企業等(４人)

へ職員を派遣しました。 

  また、独立行政法人日本貿易振興機構、一般財団法人自治体国際化協会及び公益財団法人交流協会等に６人の職員を長期派遣し、

国際化に対応できる人材の育成に努めました。 

 

ｃ 職員の自己啓発を促進するため、自主研究グループ（１グループ）の育成を行いました。 

 

(イ) 公営企業管理者 

 医療に関する高度な技術や専門知識を習得することにより、県立病院の医療水準の向上を図るため、医師を国内の先進・専門医療機

関（６人）や海外の学会（31 人）に派遣しました。 

 また、県立病院の看護職員を対象に、職務の遂行に必要な知識、技能の習得等を目的として、県立４病院合同研修（20 コース、937

人）を実施しました。 

 さらに、看護に関する高度な技術や専門知識を習得することにより、県立病院の看護水準の向上を図るため、看護師に日本看護協会

等が主催する研修を受講させました。（14 人） 

 

(ウ) 人事委員会 

 人事委員会事務局職員としての資質向上を図るため、公益財団法人日本人事試験研究センター等が実施する研修を受講させました。

（２人） 

 

(エ) 議会議長 

 議会事務局職員としての資質向上を図るため、全国都道府県議会議長会が実施する研修を受講させました。（７人） 

 

(オ) 代表監査委員 

 監査を行う上で必要とされる専門知識や技術を習得し、その資質の向上を図るため、国の専門機関等が実施する研修を受講させまし
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た。（４人） 

 

(カ) 教育委員会 

ａ 教職員としての指導力や資質の向上を図るため、総合教育センター等において、専門的・実践的な研修を以下のとおり実施しまし

た。 

区 分 研修の概要 実施状況 

基 礎 研 修  
教員の初任者、2 年経験者、5 年経験者、10 年経験者を対象に、教育公

務員特例法により義務付けられている基礎研修等 

〔市町立学校教職員〕 

４コース  参加者 514 人 

〔県立学校教職員〕 

19 コース  参加者 249 人 

職務別研修 
新任の校長、教頭、生徒指導主事等を対象に、校務分掌や職位等に関係

する必要な知識・技能の習得を目的とする義務的研修 

〔市町立学校教職員〕 

30 コース  参加者 6,015 人 

〔県立学校教職員〕 

15 コース  参加者 2,353 人 

課題別研修 
受講を希望する教職員を対象に、英語指導や情報教育等の高い専門知

識・技能の習得を目的とする研修 

〔市町立学校教職員〕 

152 コース 参加者 12,256 人 

〔県立学校教職員〕 

65 コース  参加者 3,953 人 

 

ｂ 教職員としての指導力や資質向上を目的として、国内の研修機関等や大学院等の教育機関への派遣及び海外派遣について、以下の

とおり実施しました。 

区 分 研修の概要 実施状況 

国 内 派 遣  
多様な研修の確保の観点から、教職員の自己研修の奨励と学習

指導力の向上を目的として、職員派遣研修を実施しました。 

〔市町立学校教職員〕 

独立行政法人教員研修センター等  55 人 

〔県立学校教職員〕 

独立行政法人教員研修センター等  24 人 

大学院等派遣 
高度で広範囲な課題に対応する資質を養うことを目的として、

国立大学大学院等へ派遣しました。 

〔市町立学校教職員〕 

愛媛大学大学院等          24 人 

〔県立学校教職員〕 

愛媛大学大学院等         ７人 

海 外 派 遣  
教職員に諸外国の教育、文化の実情を理解させ、国際的視野に

立った識見を深めることを目的として、海外へ派遣しました。 

〔市町立学校教職員〕 

アメリカ・ドイツ・オーストラリア ３人 

〔県立学校教職員〕 

アメリカ             ２人 

 

(キ) 警察本部長 

 警察教養規則により、警察職員１人１人が、警察法の精神にのっとり、民主警察の本質と警察の責務とを自覚し、職務に係る倫理を

保持し、適正に職務を遂行する能力を修得することを目的に、道府県警察学校等において警察教養を行うこととされています。愛媛県

警察学校においては、平成 26 年度は、採用時教養（６期 190 人）、昇任時教養（２期 15 人）、専科等（41 期 506 人）の警察教養を行

いました。 

 また、警察職員として必要な知識及び技能等を習得させるため、警察庁が設置する管区警察学校（170 人）、警察大学校（94 人）及

び法科学研修所（９人）で警察教養を行いました。 
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イ 勤務成績の評定の状況 

 

(ア) 定期人事考課 

ａ 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長、代表監査委員、教育委員会（事務局職員） 

  課長級以下の一般職の職員を対象に、平成 25 年 12 月１日から平成 26 年 11 月 30 日までの期間の勤務状況について、勤務評定を

行いました。勤務評定は、評定を受ける職員の直近上位の職位となる管理職職員が評定者として、職員の能力、執務態度及び業績等

の評価を行い、評定者の直近上位の職位となる管理職職員が調整者として、評価結果の調整を行います。評定結果は、人事異動、昇

任及び昇給等において活用しました。 

  また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望並びに勤務状況についての自己評価及び現在の仕事についての成果等を申告す

る自己申告書を職員に提出させ、人事異動において活用しています。 

 

ｂ 教育委員会（市町立学校教職員） 

  平成 25 年 11 月１日から平成 26 年 10 月 31 日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、校長の評定

は市町教育長が評定者として、その他の教職員の評定は校長が評定者として、教職員の能力、執務態度及び業績等の評価を行い、市

町教育長が調整者として、評価結果の調整を行います。評定結果は、人事異動、昇任及び昇給等において活用しました。 

  また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望を教職員に提出させ、人事異動において活用しています。 

 

ｃ 教育委員会（県立学校教職員） 

  平成 25 年 11 月１日から平成 26 年 10 月 31 日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、校長の評定

は愛媛県教育長が評定者として、その他の教職員の評定は校長が評定者として、教職員の能力、執務態度及び業績等の評価を行い、

愛媛県教育長が調整者として、評定結果の調整を行います。評定結果は、人事異動、昇任及び昇給等において活用しました。 

  また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望を教職員に提出させ、人事異動において活用しています。 

 

ｄ 警察本部長 

  平成 25 年 12 月１日から平成 26 年 11 月 30 日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、上席係長以

上の警察官又は課長補佐以上の一般職員が一次・二次の評定者として、職員の資質能力、執務態度及び勤務実績等の評価を行い、

二次評定者の直近上位の職位となる管理職職員が調整者として、評定結果の調整を行った後、調整者の上位の職位にある確認者に

提出します。評定結果は、人事異動、昇任及び昇給等において活用しました。 

  また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望並びに勤務状況についての自己評価及び設定した目標の達成度をみる評価等

を職員に提出させ、人事異動において活用しています。 

 

(イ) 特別人事考課 

ａ 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長、代表監査委員、教育委員会（事務局職員） 

  条件附採用期間中の職員を対象に、採用の日から 5 か月を経過した日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行い、所属長

（部長、病院長等）が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定において活用し

ました。 

 

ｂ 教育委員会（市町立学校教職員及び県立学校教職員） 

  条件附採用期間中の教職員を対象に、採用の日から 5か月（教員は 10 か月）を経過した日までの期間の勤務状況について、勤務

評定を行い、校長が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定において活用しま

した。 

  なお、県立学校の教員については、平成 16 年度の特別人事考課から、教員として求められる資質である社会性、コミュニケーシ

ョン能力、職務に対する意欲等について校長が評価し、教育委員会に報告することとしています。 

 

ｃ 警察本部長 

  条件附採用期間中の職員を対象に、条件附採用期間終了直前までの期間の勤務状況について、勤務評定を行い、評定者、調整者
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及び確認者が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定において活用しました。 

 

 (８) 福祉及び利益の保護の状況 

 

ア 厚生福利制度の状況 

 

 職員の心身の健康の保持及び公務能率を増進させるため、任命権者、地方公務員等共済組合法に基づき設置される共済組合、地方公

務員法第 42 条の趣旨に沿って職員が任意で設置する互助会において、職員の厚生福利事業を実施しています。 

 

(ア) 職員の健康保持、疾病予防対策 

 職員の健康保持の増進と疾病予防のため、労働安全衛生法等に基づき、各種健康診断、メンタルヘルス対策、健康相談及び健康教育

等を実施しています。平成 26 年度に実施した主な事業は、以下のとおりです。 

 

ａ 健康診断 

区   分 概   要 

知 事 等  
一般定期健康診断、特別定期健康診断、VDT 作業従事者検診、がん検診等を行いました。また、共済組合

と共同で胃検診や大腸検診及び人間ドック等を、それぞれ行いました。 

教育委員会  
一般定期健康診断、特別定期健康診断、VDT 作業従事者検診、がん検診等を行いました。また、共済組合

と共同で胃検診を、共済組合及び互助会と共同で人間ドックを、それぞれ行いました。 

警察本部長  
一般定期健康診断、特別定期健康診断、VDT 作業従事者検診、各種がん検診等を行いました。また、共済

組合と共同で人間ドックを行いました。 

  注 知事等とは、任命権者のうち、教育委員会及び警察本部長を除くものをいいます（以下同じ。）。 

〇各種健康診断の実施状況（平成 26 年度）  

（知事等）    

区 分 受診者数 備       考 

法 定 検 診  

一般定期健康診断 5,063 人 一次検査 ※受診率 ９９．６％ 

特別定期健康診断 1,732 人 
放射線業務従事職員検診、特定化学物質等使用職員検診、有機溶剤使

用職員検診、深夜業務等従事職員検診 

その他検診  
  

664 人 
振動業務従事者検診、VDT 作業従事者検診（一次、二次）、農薬使用職

員検診 

がん検診等  
がん検診 8,145 人 胃検診、大腸検診、肺がん検診、子宮頸がん検診、乳がん検診 

人間ドック等 2,400 人 人間ドック、腹部超音波検診 

（教育委員会）   

県立学校    

区 分 受診者数 備       考 

法 定 検 診  一般定期健康診断 2,736 人 一次検査 ※受診率 ９９．７％ 

その他検診   423 人 VDT 作業従事者検診（一次、二次）、農薬使用業務従事者検診 

がん検診等 
がん検診 5,899 人 胃検診、大腸検診、肺がん検診、子宮頸がん検診、乳がん検診 

人間ドック等 1,139 人 人間ドック、腹部超音波検診 
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事務局 

区 分 受診者数 備       考 

法 定 検 診  

一般定期健康診断 329 人 一次検査 ※受診率 ９８．５％ 

特別定期健康診断 10 人 有害業務等従事職員検診、放射線業務従事職員検診 

その他検診   38 人 VDT 作業従事者検診（一次、二次） 

がん検診等 

  

がん検診 720 人 胃検診、大腸検診、肺がん検診、子宮頸がん検診、乳がん検診 

人間ドック等 196 人 人間ドック、腹部超音波検診 

（警察本部長）   

区 分 受診者数 備       考 

法 定 検 診 

一般定期健康診断 2,795 人 一次検診 ※受診率 １００％ 

特別定期健康診断 631 人 
有機溶剤使用職員検診、アクアラング隊員検診、深夜業務従事者検診、

鉛業務従事者検診 

その他検診  57 人 ＶＤＴ作業従事者検診（一次、二次） 

がん検診等 
がん検診 2,309 人 胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、前立腺がん検診 

人間ドック等 1,033 人 人間ドック、腹部超音波検診 

   

ｂ メンタルヘルス対策 

区 分 概   要 

知 事 等 「愛媛県職員こころの健康づくり指針」により、総合的、体系的に取り組みました。中でも、「職場復帰

支援システム」の運用、健康相談室での相談、メンタルヘルスセミナーの開催のほか、共済組合と共同で

外部専門機関による相談事業を行いました。 

教育委員会 精神科医や臨床心理士等による心の健康相談を行うとともに、精神疾患による休職者の復職支援を実施

し、管理職に求められる対応について「管理職のための職場のメンタルヘルスハンドブック」を作成し、

配布しました。また、共済組合において外部専門機関による相談事業及びメンタルヘルスサポート事業が、

共済組合と互助会の共同によりメンタルヘルスセミナー及びストレスチェックが、それぞれ行われまし

た。 

警察本部長 警察共済組合と共同で部外カウンセラー（精神科医）による相談事業のほか、心理カウンセラー（精神保

健福祉士）によるメンタルヘルスセミナーや心の健康相談（カウンセリング）を実施しました。 

 

ｃ 健康相談・健康教育 

区 分 概   要 

知 事 等 健康相談室の設置・相談、健診事後指導、禁煙サポート、ヘルスアップセミナー等健康教育事業を行いま

した。また、共済組合において、電話相談等が行われました。 

教育委員会 産業医等による健康相談を行うとともに、共済組合において、健康づくりセミナー（夏季・冬季）、一日

介護講座、電話相談等が行われました。 

警察本部長 産業医・カウンセラー・健康管理対策室による相談、健診事後指導、禁煙サポート、肥満セミナー等健康

教育事業を行いました。また、共済組合において健康教室の開催等健康づくり運動を推進しました。 

 

 

(イ) 安全衛生 

 労働安全衛生法等に基づき、安全衛生委員会の設置、産業医及び衛生管理者等を配置し、快適な職場環境の実現と職場における職

員の安全を確保するための安全衛生管理体制を整備しています。 
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区 分 委員会名 設置数 

知 事 等 

総括安全衛生委員会 1 

安全衛生委員会 11 

衛生委員会 13 

教育委員会 
総括安全衛生委員会 1 

衛生委員会 66 

警察本部長 安全衛生委員会 18 

 

 (ウ) その他 

 職員の厚生福利事業を進めるため、元気回復事業等を実施しています。平成 26 年度に実施した主な事業は、以下のとおりです。 

ａ 元気回復事業等 

区 分 概   要 

知 事 等 

ボランティア活動の支援、職員だよりの発行等を行うとともに、図書室や職員運動場を設置

しています。また、共済組合と共同で、ライフプランの支援事業を行いました。更に、共済

組合において、プール、山の家の助成等が、互助会において、サークルへの活動助成、カフ

ェテリアプラン（選択型福利厚生事業）等が、それぞれ行われました。 

教 育 委 員 会 
共済組合において、ライフプランの支援事業、保養所の設置等が、互助会において、福祉相

談、リフレッシュ海外旅行助成等が、それぞれ行われました。 

○共済組合福祉事業  

平成 26 年度実績   

区 分 利用者数 

知事等 

【地方職員共済組合】 

健診事業 11,495 人 

健康づくり事業 8,636 人 

組合員数  5,891 人 愛媛診療所 3,733 人 

被扶養者数 7,035 人 貸付累計件数 880 件 

教育委員会 

【公立学校共済組合】 

健診事業 3,949 人 

健康づくり事業 891 人 

組合員数  12,867 人 その他事業 10,721 人 

被扶養者数 11,918 人 にぎたつ会館 87,218 人 

  貸付累計件数 2,637 件 

警察本部長 

【警察共済組合】 

健診事業 4,049 人 

健康づくり事業 1,948 人 

組合員数  2,873 人 その他事業 99 人 

被扶養者数 3,865 人 貸付累計件数 857 人 
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○互助会事業実績   

平成 26 年度実績  （千円） 

区 分 主な保健文化事業 事業費 

知事等 

会 員 数  5,812 人 

会員掛金 130,056 千円 

リフレッシュ助成事業、サークル助成、カフェテリアプラン（選択

型福利厚生事業）、生涯設計支援事業 
62,751 

教育委員会 

 会 員 数 12,237 人 

 会員掛金 359,960 千円 

人間ドック、メンタルヘルスセミナー、退職準備セミナー、福祉相

談、リフレッシュ海外旅行助成の実施等 
22,987 

警察本部長 

 会 員 数  3,000 人 

 会員掛金 61,308 千円 

資格取得・通信教育等助成、カフェテリアプラン（選択型福利厚生

事業）、柔剣道指導育成、事件検挙助成等 
55,845 

ｂ 給付事業 

(ａ) 共済組合による給付 

 地方公務員等共済組合法に基づき、組合員等の病気、出産、死亡、休業等に関し、相互救済を図るため、法定給付として、保健給付、

休業給付及び災害給付が行われるとともに、法定給付に付加して給付する附加給付が行われています。 

〇平成 26 年度実績   （千円） 

区 分 知 事 等 教 育 委 員 会 警察本部長 

保 健 給 付  1,454,529   2,857,690 847,694   

直 営 保 健 給 付 11,072   22,314 0   

休 業 給 付  213,209   413,415  44,888   

災 害 給 付  0   0  315   

附 加 給 付  20,993   57,992  17,762   

一部負担金払戻金等 21,715   52,214  9,280   

計 1,721,518   3,403,625  919,939   

 

(ｂ) 互助会による給付 

 互助会により、会員等の病気、出産、死亡等に関し、相互救済を図るための給付が行われています。 

                                        （千円） 

区 分 主な給付事業 給付総額 

知 事 等 医療補助金、死亡弔慰金、結婚祝金、出産祝金等 47,537 

教育委員会 療養費補助金、死亡弔慰金、結婚祝金、出産祝金等 337,344 

警察本部長 死亡弔慰金、銀婚祝金、傷病見舞金、入学祝金等 4,113 

 

ｃ 職員住宅（独身寮）設置状況 

  職員が安心して赴任し職務に専念できるよう、厚生福利施設として職員住宅等を設置しています。任命権者別の設置状況は、以下

のとおりです。 

                                                   （単位：戸） 

区 分 知 事 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 

戸 数 208 375 1,013 
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イ 公務災害補償の状況 

 

 公務上の災害又は通勤による災害に対する補償等については、地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員災害補償基金愛媛県支部

が実施しています。平成 26 年度に発生した公務災害・通勤災害の認定件数は、120 件です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。 

 

                                          （単位：件） 

区  分 知 事 公営企業管理者 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合計 

公 務 災 害 ８ 14 22 68 112 

通 勤 災 害 ２ ０ ０ ６ ８ 

合   計 10 14 22 74 120 

 

ウ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

 職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、愛媛県人事委員会（以下「人事委員会」という。）に対して、地方公共団体の当

局により適当な措置が執られるべきことを要求することができることとされています。平成 26 年度においては、「２ 人事委員会の業

務の状況」の(3)のとおり、人事委員会に対して措置の要求が行われています。 

 

エ 不利益処分に関する不服申立ての状況 

 

 職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、人事委員会に対して、不服申立てをすることができ

ることとされています。平成 26 年度においては、「２ 人事委員会の業務の状況」の(4)のとおり、人事委員会に対して不服申立てが

行われています。 
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２ 人事委員会の業務の状況 

 

(1) 競争試験及び選考の状況 

 

 職員の任用については、地方公務員法並びに職員の採用及び昇任に関する規則、任用候補者名簿の作成及びこれによる職員の任用の

方法に関する規則等を基本法規として、成績主義の原則が貫かれるよう努めました。 

 

ア 採用候補者試験の実施状況 

 

 平成 26 年度に実施した採用候補者試験は、次のとおりです。 

 
(ア) 採用候補者試験実施状況 

試 験 の 名 称 受験資格（平成 26 年４月１日現在） 受付期間 
試験実施 

年 月 日 

愛媛県職員採用候補者（上級）試験 

・年齢 21 歳以上 34 歳未満の者 

 （保健師のみ 20 歳以上で受験可） 

・年齢 21 歳未満の者で､大学卒業者又は大学卒業

見込者 

  資格免許を必要とする職は､上記の者で､当

該資格・免許を有する者又は取得する見込みの

者 

26.5.13 

～26.6.2 

〔第１次〕 

26.6.22 

 

〔第２次〕 

26.7.22 

～26.7.31 

愛媛県警察官（男性）（大学卒）採用候

補者試験 

 年齢 17 歳以上 30 歳未満の男子で、大学卒業者

又は平成 27 年３月末日までに卒業見込みの者 
26.4.2 

～26.4.21 

〔第１次〕 

26.5.11 

 

〔第２次〕 

26.6.13 

～26.6.17 

愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候

補者試験 

 年齢 17 歳以上 30 歳未満の女子で、大学卒業者

又は平成 27 年３月末日までに卒業見込みの者 

愛媛県職員採用候補者（初級）試験 
 年齢 17 歳以上 21 歳未満の者 

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く。） 

26.8.18 

～26.9.5 

〔第１次〕 

26.9.28 

 

〔第２次〕 

26.10.27 

～26.10.29 

愛媛県職員採用候補者

（資格免許職）試験 

大学卒程度 

・年齢 21 歳以上 29 歳未満の者 

・年齢 21 歳未満の者で､大学卒業者又は大学卒業

見込者 

  上記の者で､当該資格・免許を有する者又は

取得する見込みの者 

短大卒程度 
 年齢 20 歳以上 29 歳未満の者で､当該資格・免

許を有する者又は取得する見込みの者 

身体障害者を対象とした愛媛県職員採

用候補者（初級）試験 

・年齢 17 歳以上 34 歳未満の者 

・身体障害者手帳の交付を受け、その障害の程度

が１級から６級までの者 

・自力により通勤（家族等による送迎を含む。）

が可能で、かつ、介護者なしに職務の遂行が可

能な者 

・活字印刷文による出題に対応できる者 

愛媛県警察官（男性）（高校卒程度）採

用候補者試験 

年齢 17 歳以上 30 歳未満の男子 

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く｡） 
26.8.18 

～26.9.5 

〔第１次〕 

26.10.19 

 

〔第２次〕 

26.11.14 

～26.11.18 

愛媛県警察官（女性）（高校卒程度）採

用候補者試験 

 年齢 17 歳以上 30 歳未満の女子 

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く｡） 
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(イ) 採用候補者試験受験状況 

ａ 愛媛県職員採用候補者（上級）試験                              （単位：人） 

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率 

行 政 事 務 45 780 556 91 82 46 12.1 倍 

学 校 事 務 21 202 160 42 34 22 7.3 倍 

警 察 事 務 4 74 55 13 11 6 9.2 倍 

  警察事務(情報) 1 6 4 2 2 2 2.0 倍 

総 合 土 木 14 67 42 28 27 16 2.6 倍 

建 築 1 11 6 3 2 1 6.0 倍 

農    業 5 45 37 12 10 5 7.4 倍 

林 業 5 24 18 9 9 5 3.6 倍 

水    産 1 16 13 3 2 1 13.0 倍 

電気・電子  1 9 6 3 2 1 6.0 倍 

化 学 1 34 28 4 2 1 28.0 倍 

薬 剤 師 7 21 18 14 11 8 2.3 倍 

心理判定員  1 15 12 4 3 1 12.0 倍 

児童自立支援専門員 2 12 12 5 5 2 6.0 倍 

保 健 師 3 30 26 6 6 3 8.7 倍 

合   計 112 1,346 993 239 208 120 8.3 倍 
 

ｂ 愛媛県警察官（男性）（大学卒）採用候補者試験                        （単位：人） 

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率 

警察官（男性）(大学卒) 23 418 359 67 48 39 9.2 倍 
 

ｃ 愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者試験                        （単位：人） 

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率 

警察官（女性）(大学卒) 12 144 133 51 31 25 5.3 倍 
 

ｄ 愛媛県職員採用候補者（初級）試験                              （単位：人） 

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率 

一 般 事 務 12 116 110 26 26 12 9.2 倍 

警 察 事 務 2 19 18 6 6 3 6.0 倍 

合   計 14 135 128 32 32 15 8.5 倍 
 

ｅ 愛媛県職員採用候補者（資格免許職）試験                           （単位：人） 

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率 

大学卒程度 司   書 1 36 32 3 3 1 32.0 倍 

短大卒程度 診療放射線技士 2 5 5 3 3 2 2.5 倍 

合   計 3 41 37 6 6 3 12.3 倍 
 

ｆ 身体障害者を対象とした愛媛県職員採用候補者（初級）試験                   （単位：人） 

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率 

一 般 事 務 若干名 5 5 3 3 3 1.7 倍 

警 察 事 務 若干名 5 5 3 3 0 ―  

合   計 － 10 10 6 6 3 3.3 倍 
 

ｇ 愛媛県警察官（男性）（高校卒程度）採用候補者試験                      （単位：人） 

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率 

警察官（男性）（高校卒程度） 19 322 244 62 60 31 7.9 倍 
 

ｈ 愛媛県警察官（女性）（高校卒程度）採用候補者試験                      （単位：人） 

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率 

警察官（女性）（高校卒程度） 14 103 74 44 39 21 3.5 倍 



 47 

イ 選考の実施状況 

 

 職員の採用・昇任については、特殊な職その他について、人事委員会の行う選考によることが認められています。 

 平成 26 年度の採用・昇任に係る選考の実施状況は、次のとおりです。 

 
(ア) 採用選考                                          （単位：人） 

職 群 級 代表的な職 知  事 
公営企業 

管 理 者 
教育委員会 警察本部長 合  計 

行 政 職 

１ 主事・技師 8    8 

２ 主事・技師 2  4  6 

３ 係 長 8  14  22 

４ 専門員 1  19 1 21 
５ 課長補佐・主幹 1  4 1 6 

６ 本庁課長 1  11  12 

７ 参 事   1  1 

８ 本庁局長      
９ 本庁部長 1    1 

公 安 職 

１ 巡 査    6 6 

２ 主 任    9 9 

３ 係 長    5 5 
４ 係 長    2 2 

５ 課長補佐    8 8 

６ 本部課次長    2 2 

７ 本部課長    8 8 
８ 部 長      

９ 部 長      

研 究 職 

１ 研究員 2 
 

   2 

２ 主任研究員      
３ 主任研究員      

４ 主席研究員      

５ 機関の長      

医療職（一） 

１ 技 師 5 19   24 
２ 係長・医長 1 22     23 

３ 保健所課長・病院部長  3   3 

４ 本庁課長・副院長 1 6   7 

５ 医 監      

医療職（二） 

１ 技 師  1   1 

２ 技 師 6 6   12 

３ 主 任      

４ 係 長      
５ 専門員      

６ 地方機関の課長      

７ 薬剤部長      

医療職（三） 

１ 技 師      
２ 技 師 6 100   106 

３ 主 任 1    1 

４ 係 長      

５ 専門員      
６ 副看護部長      

７ 看護部長      

技能労務職      

合     計 44 157 53 42 
0 

296 
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(イ) 昇任選考                                          （単位：人） 

職 群 級 代表的な職 知 事 
公営企業 

管理者 

人 事 

委員会 

議 会 

議 長 

代 表 

監査委員 

教 育 

委員会 

警 察 

本部長 
合 計 

行 政 職 

３ 係 長         
４ 専門員         
５ 課長補佐・主幹         
６ 本庁課長 22   1  12 2 37 
７ 参 事 70 3  1  6  80 
８ 本庁局長 19 1    2  22 
９ 本庁部長 4    1   5 

公 安 職 

２ 主 任         
３ 係 長         
４ 係 長       1 1 
５ 課長補佐         
６ 本部課次長         
７ 本部課長       18 18 
８ 部 長       3 3 
９ 部 長       5 5 

研 究 職 

２ 主任研究員         
0 ３ 主任研究員         

４ 主席研究員         
５ 機関の長         

医療職（一） 

２ 係長・医長         
３ 保健所課長・病院部長         
４ 本庁課長・副院長         
５ 医 監  14      14 

医療職（二） 

４ 係 長         
５ 専門員         
６ 地方機関の課長         
７ 薬剤部長 3       3 

医療職（三） 

４ 主 任         
５ 専門員         

0 ６ 副看護部長         
７ 看護部長         

合     計 118 18  2 1 20 29 188 
 

(ウ) 警察官階級昇任選考 

（単位：人） 

階 級 昇任者数 

警  視 15 

警  部 5 

警 部 補 5 

巡査部長 2 

合 計 27 
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(２) 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告の状況 
 

ア 報告の日及びその相手方 

報告の日 平成26年10月９日 

報告の相手方 議会議長及び知事 

 

イ 報告の概要 
 

(ア) 県職員の給与と民間給与との比較 

ａ 月例給 

平成26年４月分の県職員給与と県内の民間給与とを比較したところ、県職員給与が民間給与を１人当たり平均767円（0.20％）下

回っています。 

民 間 給 与 (A)      382,586円 較差(A-B) 

    767円（0.20％） 県職員給与 (B)      381,819円 

ｂ 特別給（期末・勤勉手当） 

  民間における年間支給割合は4.09月分であり、県職員の期末・勤勉手当の年間支給割合3.95月分が、民間における年間支給割合を

0.14月分下回っています。 

 

(イ) 県職員の給与 

ａ 給与の改定 

(a) 月例給 

    ① 給料表については、人事院勧告の内容（初任給・若年層に重点を置いて引上げ）を基礎として改定すべきです（行政職の

平均改定率0.20％）。 

    ② 初任給調整手当については、以下のとおり改定すべきです。 

      ・医療職給料表(一)の適用を受ける医師・歯科医師の支給限度額 月額 410,900円 → 412,200円 

      ・上記以外の医師・歯科医師の支給限度額           月額 50,000円 →  50,300円 

      ・獣医師の支給限度額                    月額 30,000円 →  30,200円 

    ③ ①及び②の実施時期は、平成26年４月１日とすべきです。 

   (b) 特別給 

    平成26年12月期の勤勉手当の支給割合を0.15月分（平成27年度以降は年間で0.15月分）引き上げるべきです。 

ｂ 給与制度の総合的見直し等 

(a) 基本的考え方 

     国においては、給与構造改革により一定の成果を挙げたものの、50歳台後半層の給与水準は民間給与をなお上回っており、

世代間の給与配分を更に適正化する必要があるとされましたが、本県における50歳台後半層の公民給与差の状況は、国と同様

とうかがえます。 

     また、国は、転勤する職員の負担や管理監督職員の平日深夜の勤務実態等を考慮し、給与上の措置を行う必要があるとしま

したが、本県においても、職務や勤務実績を給与に反映させることは極めて重要です。 

     これらの事情を総合的に勘案した結果、人事院勧告に準じて、平成27年度から給与制度の総合的見直しを実施する必要があ

ると判断します。 

     なお、給料表水準の引下げにより生じる公民較差については、何らかの方法によりその年の本県の民間給与水準との均衡を

図ることとなりますので、給料表水準の引下げが直ちに給与水準そのものの引下げにつながるものではないと考えています。 

   (b) 措置内容 

    ① 給料表については、人事院勧告において平成27年度から実施することとされている俸給表等に準じて、全ての給料表を改

定すべきです（行政職の平均改定率△2.38％）。 

      なお、経過措置として、平成30年３月31日までの間、新旧給料月額の差額を支給すべきです。また、55歳を超える職員に

対する給料等の100分の１減額支給措置は平成30年３月31日限り廃止すべきです。 
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    ② 地域手当については、以下のとおり改定すべきです。改定は、平成30年３月31日までに段階的に実施すべきです。 

      ・東京都特別区在勤者の支給割合          18％ → 20％ 

      ・大阪市在勤者・医療職給料表(一)適用者の支給割合 15％ → 16％ 

    ③ 単身赴任手当については、以下のとおり改定すべきです。改定は、平成30年３月31日までに段階的に実施すべきです。 

      ・基礎額   月額 23,000円 → 30,000円 

      ・加算限度額 月額 45,000円 → 70,000円 

    ④ 管理職員特別勤務手当については、管理監督職員が災害への対処その他の臨時・緊急の必要により休日等以外の日の午前

０時から午前５時までの間の正規の勤務時間外に勤務した場合、その勤務１回につき6,000円以内を支給すべきです。 

   (c) (b)の実施時期は、平成27年４月１日とすべきです。 

ｃ 再任用職員の給与 

   平成27年４月１日から、再任用職員に対しても単身赴任手当を支給すべきです。 

 

(ウ) 公務運営に関する課題 

ａ 人材の確保・育成 

少子高齢化の進展に伴う若年労働者の減少や、民間企業の採用意欲の高まり等を受け、受験者獲得競争が激化する中、時代に即

した採用試験制度の在り方や県民の負託に応えることができる多様で有為な人材の確保策について、幅広く検討する必要がありま

す。 

  また、職員の意識改革や人材育成にも引き続き取り組む必要があります。 

ｂ 女性の採用・登用の拡大 

女性の活躍推進が政府全体として取り組むべき重要な課題に位置付けられる中、本県においても、女性職員が幅広く職務経験を

積む機会を確保し、女性職員が働きやすい職場環境にも留意しながら、有為な人材の積極的な採用・登用を進めていく必要があり

ます。 

ｃ 地方公務員法の改正について 

本年５月に公布された改正地方公務員法の趣旨を踏まえ、より効果的に人材育成につながる人事評価制度の充実や退職管理の適

正の確保について、本県の実態に応じた検討が必要です。 

ｄ 雇用と年金の確実な接続について 

再任用職員の能力、経験を有効に活用できるよう、業務の運営や定員の配置を柔軟に行うほか、能力・実績に基づく人事管理に

継続して取り組む必要があります。 

  また、国等の定年延長の動向を見極めながら、再任用の運用状況を随時検証する必要があります。 

ｅ 仕事と生活の両立支援の推進 

男女の区別なく職員が育児に参加できる職場環境づくりや新たに策定する特定事業主行動計画の目標達成に向けた着実な取組が

必要です。 

ｆ 超過勤務時間の縮減及び年次有給休暇の取得促進 

業務執行リーダーが中心となった事務の効率化や業務量の平準化に向けた取組が必要です。 

また、年次有給休暇についても、取得しやすい職場環境づくりに努める必要があります。 

ｇ 職員の健康管理 

精神疾患による長期の病気休暇取得者等が、依然として多数に及ぶため、管理職員は、日頃からラインケアの充実・強化を図り、

予防・早期発見・早期対応する取組が必要です。 

 

(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

職員は、地方公務員法第 46 条の規定により、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し､人事委員会又は公平委員会に対して、地方公

共団体の当局により適当な措置が執られることを要求できるとされています。 

 平成 26 年度中の要求件数、終結件数及び平成 27 年度への繰越件数はいずれもありません。 
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(4) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

 

 職員は、地方公務員法第 49 条の２の規定により、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、人事委員

会又は公平委員会に対して、不服申立てをすることができるとされています。 

 平成 26 年度中の申立件数、終結件数及び平成 27 年度への繰越件数はいずれもありません。 

 

(５) 苦情の処理の状況 

 

 人事委員会は、地方公務員法第８条第１項第 11 号の規定により、勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立て

のほか、職員の苦情を処理することとなっています。 

 平成 26 年度中の処理件数は１件です。 


